
令和８年度重点提案・要望書

福 井 県







最重点事項
（交通基盤等の整備）

１ 北陸新幹線の早期完成・開業

２ 高規格道路の早期開通と国道８号の強靱化

３ 敦賀港の機能強化による強靭な海上物流体制の確保

４ 防災・減災、国土強靱化対策の加速

（エネルギー政策）

５ エネルギー政策の実行・原子力発電所の安全対策の強化

６ 原子力発電所周辺地域の防災体制の強化

７ 原子力発電所立地地域の振興・課題解決

８ 脱炭素社会の早期実現

（地方創生・人口減少対策）

９ こども・子育て政策の強化

10 分散型国家の実現とデジタル技術の社会実装の促進

11 地域公共交通の維持・活性化

12 人手不足の克服や賃上げなど労働環境の改善
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最重点事項１ 

（P110,111）  地域鉄道の充実・強化 
 

【国土交通省、鉄道・運輸機構】 

 

北陸新幹線は、沿線全体に大きな経済効果を発現するとともに、

東海道新幹線の代替機能を果たし、国土強靱化にも寄与する極めて

重要な国家プロジェクトである。昨年３月１６日、福井・敦賀開業

が実現し、交流人口の増加など大きな効果が発現しているが、北陸

新幹線の整備効果は、小浜京都ルートで大阪まで早期につながって

こそ、最大限発揮されるものである。 

小浜京都ルートの一日も早い認可・着工および全線開業を実現す

るため、次の事項を確実に実行するとともに、必要な予算を確保す

ること。 

 

１ 敦賀・新大阪間の一日も早い認可・着工および全線開業 

（１）詳細な駅位置・ルートの早期決定 

 国等において体制強化を図り、科学的知見に基づく情報発信を

念入りかつ重点的に実施するなど、沿線自治体に丁寧な説明を

行いながら、地下水への影響など地元関係者等の懸念や不安を

払拭するため最善を尽くし、早期に詳細な駅位置・ルートを決

定すること。 

 

（２）着工５条件の早期解決  

 併せて、安定的な財源の確保、費用対効果について検討を加速

し、着工５条件を早期に解決すること。特に、新幹線への公共

事業費の大幅な拡充・重点配分、貸付料財源の最大限の確保、

財政投融資の活用等、整備財源に関する議論を深め、必要な財

源を早急に確保すること。 

 

北陸新幹線の早期完成・開業 
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最重点事項１ 

 

（３）地方負担の軽減と受益の確保 

沿線自治体の負担が最小化されるよう、より一層のコスト縮

減や、国土強靱化の観点からの国費充当、地方財政措置の拡充

など、地方負担のあり方を含め、あらゆる方策を検討し、国家

プロジェクトにふさわしい負担軽減策を講じるとともに、十分

な受益を確保すること。 

 

（４）沿線地域の機運醸成 

関西をはじめとする沿線地域の住民に対し、国が前面に立っ 

て、国土政策の根幹を成す極めて重要な国家プロジェクトであ 

る小浜京都ルートの必要性や意義を説明し、早期全線整備に向 

けた機運醸成を図ること。 

 

（５）環境アセスメントの丁寧かつ迅速な実施 

沿線地域の意見を踏まえながら、環境アセスメントを地元調 

整も含め丁寧かつ迅速に進めること。 

 

（６）スケジュールの明示と早期全線開業に向けた検討 

 「北陸新幹線事業推進調査」について、国において沿線住民の

理解を得ながら、従来、認可後に行っていた調査も含め、必要

な調査等を先行的・集中的に行い、施工上の課題を早期に解決

すること。また、詳細な駅位置・ルートの決定時期も含め、認

可・着工及び全線開業に向けた具体的なスケジュールを早急に

明らかにするとともに、早期の整備に向けて、特に工期の長い

駅部の工期短縮に最大限努力すること。 

さらに、一日も早い全線開業につなげるための方策として、小

浜先行開業を検討すること。 
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最重点事項１ 

 

（７）並行在来線の取扱い 

ＪＲ小浜線は特急が運行されておらず、また、新幹線開業に

より旅客輸送量が著しく低下する路線ではないため、敦賀・新

大阪間の整備に伴う並行在来線には該当しないことを確認する

こと。 

 

（８）北陸と関西・中京間の円滑な流動の確保 

金沢・敦賀間の開業により、敦賀駅において新幹線と在来線 

特急との乗換が生じたことから、「かがやき」の増便等を含む利

用者に利便性の高いダイヤ設定や料金負担の軽減、ＪＲ湖西線

の強風対策、関西空港まで直通する在来線特急の運行等を行う

ことにより、北陸と関西・中京間の円滑な流動を確保すること。 

 

【担当部署：未来創造部 新幹線建設推進課】 
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最重点事項１ 

○北陸新幹線の整備状況 
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最重点事項２ 

 

  地域鉄道の充実・強化 

【国土交通省】 

 

本県の高規格道路および国道８号は、日本海側の東西国土軸と 

して北陸圏と中京圏・関西圏・関東圏の広域的な連携をさらに強化し、

これら圏域全体における産業・観光振興等の多様なストック効果を

発揮することから、以下の対策を講じること。 

 

１ 中部縦貫自動車道大野油坂道路の予算確保と早期完成・開通 

① 令和１１年春という開通見通しが示された大野油坂道路につい

て、全線開通に対する県民の期待は極めて高いため、安全確保

を前提に工事を推進し、全線開通を一日も早く実現するととも

に、これに必要な予算について、補正予算を含めて確実に措置

すること。 

② 精査中の事業費について、対策工事の施工状況を確認しながら

速やかに精査を進め、完了次第、結果を共有すること。 

③ 事業推進にあたり、県と連携してコスト縮減に取り組むととも

に、交付税措置率の高い国土強靱化予算を増やすなど、地方負

担の軽減を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高規格道路の早期開通と国道８号の強靱化 
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最重点事項２ 

 

○中部縦貫自動車道の整備状況 
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最重点事項２ 

 

 

２ 舞鶴若狭自動車道の４車線化整備 

舞鶴若狭自動車道の全線４車線化は、大雨・大雪時のネットワー

ク代替性確保や事故防止のみならず、原子力災害時の円滑な広域避

難の観点からも重要であることから、早期に実現できるよう、料金

徴収期間の延長による財源等を活用し、以下の対策を講じること。 
 

①事業中の舞鶴東ＩＣ～小浜ＩＣ間（約２３ｋｍ）の整備推進、早

期完成に向けた支援を行うこと。 

②優先整備区間に選定された区間（舞鶴東ＩＣ～若狭上中ＩＣ間、

三方五湖スマートＩＣ～若狭三方ＩＣ間）を早期に事業化する

こと。特に、準備調査箇所に選定された三方五湖スマートＩＣ～

若狭三方ＩＣ間の調査を推進し、早期事業化を図ること。 

③残る区間（若狭上中ＩＣ～三方五湖スマートＩＣ間、若狭三方Ｉ

Ｃ～敦賀ＪＣＴ間）の４車線化を図ること。 
 

あわせて、大型車による物流の需要増加に対応するため、大型車

向けの駐車場増設への支援を行うこと。  
 

○舞鶴若狭自動車道の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
準備調査箇所 

三方五湖 SIC～若狭三方 IC 

三方五湖スマート IC 
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最重点事項２ 

 

 

３ 福井港丸岡インター連絡道路の整備推進 

福井港丸岡インター連絡道路は、中部縦貫自動車道と一体と 

なり、新たな東西の物流軸として日本海側の福井港と中京圏を結ぶ

道路であるため、Ⅰ期区間（福島・八ツ口間（３．６ｋｍ））およ

びⅡ期区間（西長田・福島間（２．８ｋｍ））が早期に開通できる

よう、補正予算を含め必要な予算措置を行うこと。 

 

 

〇福井港丸岡インター連絡道路の整備状況 
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最重点事項２ 

 

 

４ 福井外環状道路の計画の具体化 

重要物流道路である福井外環状道路は、物流・産業等の経済活動

の支援や福井都市圏の交通分散による渋滞解消等を目的とした高

規格道路である。また、災害からの迅速な復旧・復興にも寄与する

広域的な道路ネットワークを形成する道路でもあるため、早期事

業化に向けて、計画の具体化を進めること。 

 

○福井外環状道路の要望箇所図 
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最重点事項２ 

 

 

５ 国道８号の強靱化 

国道８号は関西・中京から北陸、東北を結ぶ日本海側の国土軸で、

物流において大きな役割を果たすとともに、国土強靱化の面で重要

な路線である。また、令和３年１月の大雪、令和４年８月の大雨で

は、大規模な交通障害が発生し社会経済への大きな影響が生じるな

ど、平常時に加え災害時における機能の強化を進めることが急務で

あるため、以下の区間の早期整備に最大限努めること。 
 

（１）石川・福井県境部の整備促進 

石川県加賀市熊坂
くまさか

町
まち

～あわら市笹岡間（８．９ｋｍ）の   

牛ノ谷道路、金津道路について、早期に４車線化工事に着手す

ること。 

福井バイパスの暫定２車線区間であるあわら市笹岡～坂井市

丸岡町玄女
げんにょ

間（５．４ｋｍ）の完成時期を公表し、早期に４車線

で完成すること。 

○国道８号 石川・福井県境区間の整備状況 
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最重点事項２ 

 

舞鶴若狭自動車道

敦賀市

越前市

滋賀県
長浜市

南越前町

雨量規制区間

今庄ＩＣ

敦賀ＩＣ

敦賀ＪＣＴ

整備済み

事業中

早期事業化

敦賀南ＳＩＣ

【大谷防災】
早期工事着手

早期事業化

【敦賀防災】
早期完成

南越前町大谷

敦賀市元比田

敦賀市挙野

敦賀市田結

敦賀市河原町

敦賀市坂下

敦賀市小河口

5.

1
㎞

5.

1
㎞

3.

8
㎞

3.

4
㎞

2.

7
㎞

現
道

15.

5
㎞

8.

2
㎞

【
敦
賀
バ
イ
パ
ス
】

早
期
4
車
線
化

南越前町大良

越前市春日野町

南越前町具谷
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（２）南越前町～敦賀市間の整備促進・早期事業化 

敦賀市挙
あげ

野
の

～田結
た い

間（３．８ｋｍ）の敦賀防災について、   

早期完成に向け事業進捗が図られるよう、必要な予算措置を 

講じること。 

南越前町大谷
おおたに

～敦賀市元比
も と ひ

田
だ

間 （５．１ｋｍ）の大谷防災に

ついて、早期に工事に着手するとともに、未事業化区間について

も早期の事業化を図ること。 

越前市春日野町
かすがのちょう

～南越前町大良
だ い ら

間（７．４ｋｍ）の８号防災に

ついて、残る南越前町具
ぐ

谷
だに

地区の区間（１．６ｋｍ）を早期に完

成すること。 
 

（３）敦賀バイパスの４車線化整備 

敦賀市田結
た い

～小河口
お ご ぐ ち

間（８．２ｋｍ）の敦賀バイパスについて、

早期に全線４車線化すること。 

【担当部署：土木部 道路建設課、高規格道路課】 

○国道８号 南越前町～敦賀市区間の整備状況 
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最重点事項３ 

 

 

強靭な物流体制の確保 

【国土交通省】 

 

敦賀港は、日本海側の港湾で唯一、九州・本州・北海道を結ぶフェ

リー、ＲＯＲＯ船の定期航路が就航しており、北海道から九州までの

日本全域を貨物背後圏としたユニットロードの拠点である。令和６

年には敦賀港全体の取扱貨物量は過去最高となり、特に内貿ＲＯＲ

Ｏ貨物は前年比で約２割増の大幅増加となった。今後も、トラックド

ライバー不足の問題等による内航船へのモーダルシフトの動きが続

くことが見込まれることから、さらなるユニットロードターミナル

の機能強化が喫緊の課題である。 

さらに、敦賀港は、能登半島地震など災害時において、自衛隊が被

災地に緊急物資等を輸送に利用するなど、広域防災拠点としての役

割を果たしている中、昨年８月には特定利用港湾にも指定され、その

重要性がさらに増している。 

このような敦賀港において、港湾機能を強化し、我が国の海上物流

体制を支えるため、以下の対策を講じるとともに、必要な港湾予算を

確保すること。 

 

１ 鞠山南地区ユニットロードターミナルの整備推進 

①敦賀港において、ＲＯＲＯ船の大型化への対応、港内貨物の集約

による荷役の効率化、太平洋側港湾被災時のバックアップ機能の

強化のため、鞠山南岸壁延伸事業について必要な予算を確実に確

保の上、１日も早い完成を図ること。 

 ②敦賀港の機能が確実に発揮されるよう、鞠山北防波堤の改良に

よる静穏度の確保や、大規模地震が発生した際も使用できるよ

う岸壁の耐震強化を図ること。 

 ③事業の実施にあたり、交付税措置率の高い国土強靭化予算を増

やすなど、地方負担の軽減を図ること。 

敦賀港の機能強化による強靱な海上物流体制の確保 
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最重点事項３ 

 

 

 

２ 次世代高規格ユニットロードターミナルの実現 

内航船へのモーダルシフトの促進に不可欠なターミナルの効率

化を実現するため、「ターミナル管理システム」の技術検証を引き

続き行い、港湾利用者の意見・要望を反映し、実情にあった次世代

高規格ユニットロードターミナルの実用化を目指すこと。 

 

３ 特定利用港湾の指定を踏まえた既存事業の整備促進 

①敦賀港が特定利用港湾に指定されたことを踏まえ、鞠山南岸壁延

伸事業など既存事業を含む必要な港湾整備事業を着実に推進す

ること。 

②国の訓練等の利用にあたり、事前の情報共有や調整など丁寧な対

応を行うこと。 

【担当部署：土木部 港湾空港課】 
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最重点事項３ 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貨物背後圏は 
日本全域 北海道航路 

貨物背後圏 
博多港 

九州航路 
貨物背後圏 

敦賀港 

苫小牧港 

敦賀港の背後圏 

H31.4.1開設 
RORO船航路 

週３便 

フェリー、 
RORO船航路 
 週１４便  

新潟港 

秋田港 

シャーシの位置管理 

ターミナルの入退場管理 シャーシの損傷確認 

RORO船ターミナルでの技術検証 

次世代高規格ユニットロードターミナルの実現（鞠山南地区） 
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最重点事項４ 

  地域鉄道の充実・強化 

【 内閣府、文部科学省、国土交通省 】 

 

令和４年８月および令和５年７月の大雨、令和６年１月能登半島

地震等、近年大規模自然災害が相次いでいる。また、令和３年１月、

令和７年２月の大雪等では、物流に大きな影響が出ている。いつど

こで起きるかわからない災害から国民の命を守り、暮らしと経済を

支える防災・減災、国土強靱化は喫緊の重要課題であることから、

以下の対策を講じること。 
 

１ 足羽川ダム建設事業の促進 

① 福井豪雨により甚大な被害を受けた県都福井市の中心部を洪水

から守るために、ダム本体工事を着実に進めるとともに、工期

短縮に努め、一日も早く完成すること。また、水源地域である

池田町の地域振興に寄与する、国道４１７号（池田町市～上荒

谷）などに必要な予算措置を行うこと。 

② 事業費について、引き続き、県および町と連携してコスト縮減

に取り組むとともに、交付税措置率の高い国土強靱化予算を増

やすなど、地方負担の軽減を図ること。 

③ 事業進捗や事業費について、想定と異なる事象が確認された場

合には、速やかに県と情報共有すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・減災、国土強靱化対策の加速 
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最重点事項４ 

 

○足羽川ダムの整備状況 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域の国土強靱化加速に必要な予算・財源確保 

国土強靭化地域計画の取組の迅速かつ確実な実施に向けて、５か

年加速化対策後もこれまでのペースを緩めることなく、高規格道路

をはじめとした災害に強い道路ネットワーク整備や流域治水、老朽

化対策や雪害対策等を着実に推進するため、本年６月を目途に策定

される国土強靱化実施中期計画においては、資材・労務費高騰等を

踏まえ、５か年加速化対策を上回る２０兆円強の事業規模を盛り込

んだ上で、通常予算とは別枠で予算を確保すること。また、国土強

靭化の取組の更なる加速化、深化を図るため、雪害対策など国土強

靭化に資する対象事業の拡充を図ること。 

【拡充が必要な事業の例】 

 ・消雪施設の整備、除雪機械の増強・更新 

・道路照明のＬＥＤ化 

・緊急輸送道路における冠水対策 

・水位計・河川監視カメラ等機器の更新費用    等 

おおい町

小浜市

若狭町

美浜町

敦賀市

越前町

高浜町

池田町

大野市

勝山市

永平寺町

福井市

坂井市

鯖江市

あわら市

河内川

越前市

北陸新幹線

南越前町

九頭竜川

吉野瀬川

目 的：洪水調節

ダ ム 高：９６.０m

貯水容量：２,８７０万㎥

足羽川ダム

福井県の治水対策（足羽川ダム建設の推進）

〈足羽川ダム建設の事業推進〉

・一日も早い完成

・「国土強靭化予算」を増やすなど地方負担の軽減

〈足羽川ダム建設に伴う地域振興策〉

・国道４１７号道路改良（市～上荒谷）

・国道４７６号道路改良（松ケ谷）

・町道稲荷水海線道路改良

水海川導水トンネル工事

至越前市街

至福井市街

足羽川ダム

部子川

国道４１７号板垣坂バイパス
（R6.11供用済）

国道４７６号白粟バイパス
（R6.3供用済）

板垣

至冠山峠道路を経て岐阜県

池田町役場

白粟

水
海
川
導
水
ト
ン
ネ
ル

金
見
谷
川

国道４７６号持越バイパス
（H30.9供用済）

池田町

足羽川ダム本体工事

国道４７６号道路改良（松ケ谷）

国道４１７号道路改良（市～上荒谷）

町道稲荷水海線道路改良

足羽川ダム、池田町地域振興策

水海川分水施設関連工事
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最重点事項４ 

   

 

３ 社会資本整備における地方負担の軽減 

公共事業において、資材価格の高騰など必要な財政需要を、地

方財政計画に適正に盛り込むこと。 

 

４ 令和６年能登半島地震を踏まえた防災力の強化 

（１） 避難所の生活環境改善に向けた支援の強化 

避難生活における良好な生活環境確保のため、避難所等の備

蓄・資機材の整備に対し必要な予算・財源を確保するとともに、

県や市町に対し適切な助言を行うこと。 

 

（２）最新の知見に基づく断層評価結果の早期公表 

 国の地震調査研究推進本部において、能登半島地震を踏まえ

た最新の知見に基づく陸域活断層の評価を行い、その結果を速

やかに公表すること。 

 

（３）住宅の耐震化の推進 

令和６年能登半島地震をはじめ、近年大規模地震が頻発して

いることから、住宅の耐震化を加速させるため、補助制度の拡

充など、必要な財政的支援を行うこと。 
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最重点事項４ 

 

５ 社会インフラの長寿命化対策・耐震化の推進 

① 老朽化が進行する公共施設等について、予防保全型インフラ 

メンテナンスへの転換に向けた老朽化対策として、計画的に 

長寿命化対策を実施できるよう、要修繕箇所の対策を確実に 

実施するための予算を安定的に確保すること。 

②県営排水機場の長寿命化修繕計画に基づいた予防保全型の対策

が推進できるよう、排水ポンプ設備の更新を実施する河川メン

テナンス事業に必要な予算措置を行うこと。 

③堤防や小規模な水門・排水機場等は、治水上重要なインフラで

あるため、これらの河川管理施設の定期点検についても、

橋梁やトンネルなどの道路施設と同様に補助の対象とすること。  

④堤防や樋門・水門等の河川施設の適正な維持管理は、長寿命化

対策を推進するうえで非常に重要であることから、河川施設の

点検や台帳の整備等の維持管理業務について、省力化、効率化、

高度化が期待できるインフラＤＸの推進に必要な予算措置を行

うこと。 

⑤洪水被害の発生を防止するため、事前放流等のダム操作を確実

に行えるよう、ダム設備の修繕、更新、改良について予算枠を

拡充し、必要な予算措置を行うこと。 

⑥上下水道施設は、機能が滞った場合、住民の健康や社会活動に

重大な影響を及ぼすことから、上下水道一体の耐震化計画やア

セットマネジメント計画等に基づき、耐震化および老朽化対策

を着実に実施できるよう、必要な予算措置を行うこと。特に上

水道においては、採択基準の緩和および補助率の引上げを図る

こと。 
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最重点事項４ 

 

⑦橋梁やトンネルなど道路インフラ施設の長寿命化修繕計画に

基づいた予防保全型の修繕や橋梁の耐震補強について、予算

枠を拡充し、必要な予算措置を行うこと。 

⑧災害時に海から復旧資機材や災害支援物資を輸送できるよう、

「海上支援ネットワーク」の取組を強化するため、重要港湾

に加えて地方港湾においても岸壁の耐震補強について予算枠

を拡充し、必要な予算措置を行うこと。 

⑨能登半島地震を踏まえ、空港を災害の救援・物資輸送等の活動

拠点として、防災機能強化を早急に図っていく必要があるこ

とから、空港の防災機能強化に不可欠となる燃料タンクの耐

震対策・新増設および災害時の活動に有効利用できる空港ビ

ルなどの施設整備を対象とした補助制度を創設すること。 

また、エプロン等の耐震化について、必要な予算を確保する

こと。 

➉都市公園施設の老朽化による事故を未然に防ぐため、長寿命化

計画に基づき、施設の効果的かつ効率的な維持管理と更新を

計画的に実施できるよう、予算枠を拡充し、必要な予算措置

を行うこと。 

 

 

   【担当部署：防災安全部 危機管理課 / 土木部 道路建設課、高規格道路課、 

 道路保全課、河川課、砂防防災課、港湾空港課、都市計画課、建築住宅課】 
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最重点事項５ 

エネルギー政策の実行・原子力発電所の安全対策の強化 
 

【内閣府、文部科学省、経済産業省、環境省】 
 

エネルギー政策は、国民生活の安定、産業の発展、国家の安全保

障に直接関わる重要事項である。 

２月に閣議決定された第７次エネルギー基本計画では、原子力を

最大限活用する方針が明記され、第６次計画に比べ、原子力の将来

像が明確となった。一方、２０４０年代以降、原子力の設備容量が

急速に減少する見通しも示されており、２０５０年以降も見据えて

議論を深めていくことが重要である。 

電力を消費する国民全体の問題である使用済燃料対策については、

核燃料サイクルの中核となる六ヶ所再処理工場の竣工が延期され、

関西電力の「使用済燃料対策ロードマップ」の見直しが必要になる

など、県民・国民の不安が生じる事態となっている。こうした課題

に対し、国はこれまで以上に前面に立ち、責任を持って取り組む必

要がある。 

また、県民の安全・安心の確保が最優先であり、国は十分な科学

的根拠に基づき、原子力発電所の安全対策を進める必要がある。 

ついては、以下の対策を講じること。 

 

１ 原子力・エネルギー政策の実行 

（１）原子力政策の明確化と着実な実行 

事業者の安全投資や人材確保を進めていくためにも、２０５０

年以降も見据え、将来の原子力の必要な規模とその確保に向けた

道筋など原子力の将来像をより明確にするとともに、核燃料サイ

クルなど原子力の様々な課題に対して責任あるエネルギー政策

を着実に実行すること。 

 

エネルギー政策の実行・原子力発電所の安全対策の強化 
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最重点事項５ 

 

（２）使用済燃料対策への主体的な対応  

①関西電力が見直した使用済燃料対策ロードマップに基づき、事

業者全体で連携して使用済燃料を確実に搬出するよう、これま

で以上に国が前面に立って主体的に取り組むこと。 

②六ヶ所再処理工場の竣工目標を確実に実現するため、国が厳し

く進捗管理を行い、政府全体として責任を持って取り組むこと。 

③使用済燃料対策について、再処理工場への搬入にとどまらず、

搬入までの保管のあり方も含めて、国が関与する枠組みを具体

化するなど、国が責任を持って取り組むこと。 

④全ての使用済燃料は再処理するため、湿式貯蔵、乾式貯蔵の方

式を問わず、発電所内での保管は一時的なものであることにつ

いて、国が責任を持って、県民・国民に説明し理解を得ること。 

 

（３）原子力発電に対する国民理解の促進 

国が前面に立って、原子力発電の重要性・必要性および第７次

エネルギー基本計画等に示された運転期間延長、次世代革新炉の

開発・設置などの原子力活用の方針、電力の安定供給等への立地

地域の貢献について、電力消費地において説明を尽くすこと。 

また、立地自治体の広報事業についても拡充して行えるよう

必要な予算額を確保すること。 

 

（４）運転サイクル長期化等における安全性の確認 

 運転サイクルの長期化や定期検査の効率的実施等について、国

が事業者と十分議論の上、安全性を厳正に確認すること。 
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最重点事項５ 

 

（５）安全対策に係る事業環境の整備 

第７次エネルギー基本計画に示された方針に基づき、事業者に

おいて、既設炉の活用、次世代革新炉の開発・設置に係る安全対

策への投資が十分に行えるよう、国が早急に事業環境を整備する

こと。 

 

（６）関西電力の業務改善への対応 

金品受領問題、顧客情報不正利用問題等にかかる業務改善計画

を実行する関西電力に対して、電気事業法に基づき厳しく指導・

監督し、改善の内容について、国が責任を持って国民に説明する

こと。 

 

（７）使用済ＭＯＸ燃料の処理・処分への対応 

使用済ＭＯＸ燃料の処理・処分について、再処理技術確立に

向けたフランスでの実証研究の充実を図るなど、海外の知見を

十分取り入れ、技術的な検討・研究開発を加速し、その具体的

な方策を明らかにすること。 
 

（８）「もんじゅ」、「ふげん」の廃止措置への対応 

①「もんじゅ」の廃止措置については、事業者任せにせず国が  

工程管理を行うとともに、指導・監督を強化し安全確保に万全

を期すこと。また、発電設備の解体撤去等の廃止措置作業が安

全・着実に実施されるよう、継続的に安全体制を強化すること。 

使用済燃料およびナトリウムの県外搬出については、国が示し

た搬出期限までに実行できるよう、政府一体となって取り組む

こと。 
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最重点事項５ 

 

②「ふげん」の廃止措置については、解体工法の変更に伴う技術

開発および使用済燃料の仏国への搬出が計画どおり安全・着実

に進むよう、国が責任を持って工程管理を行うこと。 

③廃止措置計画の進捗状況について、県民に対し、丁寧に分かり

やすく説明すること。 
 

（９）原子力発電所の着実な廃止措置への対応 

廃炉に伴い発生する低レベル放射性廃棄物の処分などの課題

について、事業者任せにせず、国が責任をもって更地化までの 

長期に亘る廃止措置を着実に進めていくこと。 

 

（10）エネルギー教育の推進 

原子力をはじめ様々な電源の特徴について、国民一人ひとり

が正しい知識を身に付けられるよう、学校教育等におけるエネ

ルギー教育を一層充実するとともに、県内のエネルギー教育施

設の活用を支援すること。 

また、エネルギーに関しての情報収集、実験・検証、分析およ

び周囲の人との意見交換など、生徒が行う主体的で探究的な幅広

い学習活動を支援すること。 

 

２ 実効性ある安全規制の実施 

① 原子力規制委員会は、新規制基準に基づき、科学的・技術的観

点から原子力発電所の安全を遅滞なく効率的に確認し、安全の

確保を図るとともに、発電所の安全審査について、県民・国民

に対し、正確で分かりやすい説明を行い、理解確保に努めること。  
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最重点事項５ 

 

②高経年化炉に関する安全性については、新たな規制制度に基づ

き厳正に確認するとともに、県民・国民に対し丁寧で分かりや

すい説明を行うこと。 

③新たな安全規制に係る審査が遅滞なく行われるよう、本庁での

審査体制を強化すること。また、現場を重視した安全対策・  

事故制圧・防災体制の徹底を図るため、現地の規制事務所の人

員体制を充実強化すること。 

④原子力規制検査について、第三者の意見等を踏まえた運用改善

や検査結果の透明性確保に努めること。 

⑤立地自治体の求めに応じて意見交換を行い、地元との意思疎通

を図ること。 

 

３ ＬＮＧインフラ整備の実現 

エネルギー供給網の強靱化の観点から、日本海側と太平洋側を

結ぶ広域ガスパイプラインの整備構想を国が早期に策定すること。 

 

【担当部署：防災安全部 原子力安全対策課 / エネルギー環境部 エネルギー課 

/ 教育庁 義務教育課、高校教育課】 
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最重点事項６ 

原子力発電所周辺地域の防災体制の強化 
 

【内閣府、環境省、国土交通省、防衛省】 

 

立地地域住民の安全・安心を確保するため、原子力発電所周辺の

防災対策を一層充実強化する必要があることから、以下の対策を講

じること。 

 

１ 原子力防災対策の充実 

（１）広域避難体制の整備 

①令和６年１月に発生した能登半島地震においては、多くの道

路損壊、家屋倒壊等が発生したことから、国においては、能

登半島地震で発生した事象を十分検証の上、必要な対策を検

討し、広域避難計画（「緊急時対応」）を見直すこと。 

②敦賀地域においても、国が主体的に実効性ある広域避難計画

（「緊急時対応」）を策定すること。策定された計画について

は、訓練や専門的知見を踏まえ改善を図るとともに、県民へ

の広報・周知を行い、原子力防災対策に係る理解促進を図る

こと。 

③被ばくの影響を低減させる屋内退避の重要性について、効果

等を県民に対して分かりやすく説明すること。また、屋内退

避の効果的な運用について、政府全体で取組みを進め、国が

責任を持って国民や関係自治体に周知を図ること。 

④バスや福祉車両の輸送手段、避難退域時検査・簡易除染体制

など、避難行動要支援者を含む住民が迅速かつ安全に避難で

きる体制を整備すること。 

 

 

 

 

原子力発電所周辺地域の防災体制の強化 
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最重点事項６ 

 

⑤近年、短期間の集中的な大雪が全国的に発生していることを

踏まえ、大雪時に住民避難が円滑に実施できるよう、避難道

路の確保や除雪体制の充実を図ること。 

  ⑥避難所運営のＤＸ化を推進するため、デジタル技術を活用し

た避難者支援業務の実証事業等を踏まえ、情報システムの整

備方針を示し、全国展開すること。 

 

（２）予測的手法の活用 

避難ルートや避難先の選定などには、参考情報として放射性 

物質の拡散を予測する情報が重要と考えられるため、国の分科会

において、関係自治体の意見を十分聴いた上で、具体的な検討を

進め、必要な対策を講じること。 

 

（３）原子力災害時における事故制圧体制と避難支援体制の強化 

①重大事故が起こった場合に備え、指揮命令系統や必要な資機

材の整備等について、国や実動機関、原子力事業者が、引き

続き具体的な検討を進め、必要な対策を講じること。 

②原子力緊急事態支援センターに対して、実践的訓練を実施 

させるなど、国が継続的な検証を指導するとともに、原子力

災害対応資機材の技術開発を支援すること。 

③自然災害等により集落が孤立した場合に、大量輸送による迅速

な避難を行うため、大型ヘリコプターや大型船舶など多様な避

難手段を確保し、実動機関が一体となった避難支援体制を強化

すること。 
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最重点事項６ 

 

 

（４）安定ヨウ素剤の配布・服用体制の充実 

①安定ヨウ素剤の事前配布を進めるため、医療用医薬品として

の位置付けを見直し、対象者個人への直接送付を認めるなど、

住民や自治体のさらなる負担軽減の方法を示すこと。 

②ＵＰＺにおける安定ヨウ素剤の事前配布への対応が各道府県

で大きく異なることから、原子力防災対策としての科学的知

見を踏まえ、国が安定ヨウ素剤配布の方向性を示すこと。 

また、配布対象者の範囲など配布・服用体制のあり方につい

て、原子力災害対策指針等に反映させること。 

 

（５）避難退域時検査・簡易除染体制の充実 

①避難退域時検査・簡易除染に必要な資機材の関係道府県間に

おける広域共用について、どの地域で災害が起きても必要な

数量の資機材を確実に相互融通・確保できるよう運送事業者

との調整など国が統括的な対応を行うこと。 

併せて、資機材の保管場所から避難退域時検査会場への搬

送・展開方法や契約条件等について、国が基本的な考え方を

示すなど道府県に対する十分な支援を行うこと。 

また、検査等の実施にあたっては、共用される資機材を運用

するために多くの要員の確保が必要となることから、電力事

業者、国や自衛隊等による支援体制を整備すること。 
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最重点事項６ 

 

②避難退域時検査について、国では１週間程度の期間で一斉検査

できるよう資機材整備を行っている一方で、令和７年２月に検討さ

れた運用では屋内退避は３日間としている。３日間の屋内退避後

の一斉検査を立地道府県等に求める場合には、追加で必要となる

資機材整備について根拠となる考え方を示すとともに、整備・保守

に係る財政支援を行うこと。 

また、さらなる要員の確保は困難となることから、立地道府県等の

みでなく、電力消費地域も含め十分な要員を派遣できるよう国の

責任において育成を行い、検査等の実施に迅速に派遣できる体制

を整備すること。 

 

（６）緊急時の甲状腺被ばく線量モニタリングの実施体制の構築 

①令和５年５月に、国の「甲状腺被ばく線量モニタリング実施マニュア

ル」が制定され、実施主体となる県による実施計画の策定が位置

付けられたが、測定結果に基づく甲状腺被ばく線量の推定方法や

測定データの管理方法、住民への説明のあり方など、実施の意義・

目的に関わる多くの事項が、未だ検討されていない状況となって

いる。これら県の実施体制構築に必要となる検討課題については、

国が地方自治体の意見を取り入れながら早期に検討を進めること。 

②詳細測定については、現在開発中の可搬型の測定機器実用化ま

では、機器を有する医療機関等での実施となり、遠方への搬送な

どの負担が大きいため、実用化の見込みを早期に示すとともに、 

実用化前の詳細測定について、国が車載のホールボディカウンタ

を避難所に投入するなど、具体的な対応策を講じること。 
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最重点事項６ 

 

③被災自治体においては、緊急時に様々な業務が集中し、必要な

測定体制のための人員確保は困難であり、全国的な測定要員

の体制構築が必要となることから、広域的な調整について、国が

主導して進めること。 

また、特に全国的な応援体制が想定される電力事業者に対して

は、事業者内での研修実施により要員の測定対応の知識・技能

の習得を行うよう国が事業者を指導するなど、広域的な人材確

保・育成に取り組むこと。 

 

【担当部署：防災安全部 危機管理課 / 健康福祉部 地域医療課 】 
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最重点事項７ 

原子力発電所立地地域の振興 

【内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、環境省】 

 

原子力基本法において、立地地域の地域振興や課題解決に向け

た取組みを推進することが、国の責務として明記されているとこ

ろである。本県は半世紀以上にわたり、国策である原子力政策に

志を持って協力しており、国はこれらの取組みの推進を一層強化

し、多様なエネルギーを活用した地域経済の活性化やまちづくり

を実現するため、以下の施策を着実に実施すること。 

 
 

１ 国の責務による立地地域の振興および安全安心などの課題 

解決に向けた取組みの推進 

原子力基本法に示された国の責務に基づき、「福井県・原子

力発電所の立地地域の将来像に関する共創会議」において示さ

れた避難道路の整備などの地域振興・課題解決に向けた取組み

を進めるための十分な財源を確保するとともに、次回の共創会

議において、具体的な取組内容をさらに示すこと。また、これ

らの取組みが目に見えて進むよう、政府一体となった枠組みを

構築し、早期かつ着実に取組みを進めること。加えて、原子力

事業者に対しても、原子力基本法の趣旨にのっとり、協力する

責務を果たすよう指導すること。 

さらに、北陸新幹線小浜・京都ルートの早期認可・着工や、

舞鶴若狭自動車道の４車線化についても、立地地域の振興や安

全確保につながるものであり、政府一体となって取組みを推進

すること。 

 

 

原子力発電所立地地域の振興・課題解決 
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最重点事項７ 

 

２ ＧＸ２０４０ビジョンの推進 

ＧＸ２０４０ビジョンに基づき、脱炭素電力の消費地が得られ

る利益を、立地地域に共有する仕組みを早急に構築すること。 

また、脱炭素電源等を見据えた産業集積を進めるにあたって、

原子力立地地域にＡＩ向けのデータセンターの立地を促進するた

め、高出力の電力供給が可能なインフラ整備が必要であることか

ら、送電事業者の先行投資を促す支援制度についても早急に構築

すること。 

 

３ 水素・アンモニア拠点の形成 

南海トラフ巨大地震等を想定したエネルギー供給リスクの分散、

バックアップ機能強化を図るため、２０３０年以降に水素等の利

用を開始する事業者も水素社会推進法における支援対象に加え、

日本海側の敦賀港を中心としたエリアの水素・アンモニア供給拠

点化に向けた取組みを支援すること。 

さらに、日本海側と太平洋側が相互に補完できるパイプライン

など供給ネットワークを構築すること。 

 

４ 嶺南Ｅコースト計画に基づく施策の推進 

（１）原子力人材の維持・強化 

第７次エネルギー基本計画で示された原子力活用の方針を踏

まえ、将来にわたり、原子力発電所の運転や廃止措置における

安全が確保できるよう、原子力人材の確保・育成や技術継承な

どの国の取組みについて、さらなる充実を図ること。 
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最重点事項７ 

 

（２）原子力研究・人材育成基盤の維持・発展 

「もんじゅ」の廃止措置への移行に伴い、敦賀エリアを原子

力研究・人材育成拠点とするために実施する施策について、十

分な予算措置を行い、着実に実施すること。 

特に、中核的施設として国が新たに整備する試験研究炉は、

わが国の原子力人材の育成の観点からも極めて重要である。京

都大学の研究用原子炉（ＫＵＲ）が２０２６年５月で運転終了

する予定であることから、西日本における原子力分野の研究開

発・人材育成の基盤を維持するため、早期に整備すること。 

推定活断層に関する対応については、早期に調査を完了させ、

出来るだけ早く設置許可申請の見込み時期と建設予定地を提示

するとともに、検討状況や調査の進捗を適宜、地元に丁寧に説明

すること。 

設計に当たっては、研究開発や産業分野への活用拡大のため、

原子力研究・人材育成拠点としての具体的な将来像を示すとと

もに、この試験研究炉にしかない独自の実験装置や機能、研究

炉の利用を促進するための運営・支援体制の構築、周辺のエネ

ルギー教育施設との連携、大学のサテライトキャンパスやレン

タルオフィス、宿泊施設、研究炉と敦賀市内を結ぶ交通ネット

ワークなど、国内外の企業や研究者が利用しやすい環境の整備

について議論を深めること。 

また、整備に当たっては、できるだけ多くの地元企業が建設

に携われるよう検討すること。 

さらに、医療用ラジオアイソトープ（ＲＩ）について、国内

製造拠点の多角化を図るため、新試験研究炉を活かした西日本

の製造拠点化に向けた検討を行うこと。 
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最重点事項７ 

 

「もんじゅ」における１，０００名雇用の維持については、

廃止措置着手から１０年を経過した後も、試験研究炉の運転が

開始されるまでの間は、十分な雇用の確保に努めること。 

 

（３）原子力リサイクルビジネスへの支援 

廃止措置工事等から発生するクリアランス推定物を集中処

理・再利用する原子力リサイクルビジネスは、地元企業の技術

向上・人材育成、受注拡大に加え、廃止措置の円滑化、資源の

有効活用による循環型社会への貢献等、国の原子力政策や環境

政策を進めるうえでも重要な取組みである。 

国としても、全国のリーディングプロジェクトとして位置付

けられている本事業を推進するため、今年度設立予定のクリア

ランス集中処理事業を行う新会社に対し、施設の詳細設計や整

備に係る初期投資への財政支援、溶融クリアランス処理に係る

研究開発支援等、ビジネスの実現に向けた取組みを支援すること。  

また、ビジネスの前提となるクリアランス物のフリーリリー

スの実現に向けて、国が責任をもって、クリアランス制度の社

会定着の判断基準の明示を含めロードマップを早期に策定し、

国民理解の促進に取り組むこと。 

さらに、利活用に向けた国の実証事業を拡充するとともに、

本県が県内企業と連携して行う普及や啓発活動等に対し支援を

行うこと。 
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最重点事項７ 

 

５ 立地地域に配慮した電源三法交付金・補助金制度の充実強化 

①運転終了から10年が経過し立地地域に対する影響緩和措置が

随時終了するが、これから本格化する廃止措置を円滑に進め

ていくに当たって、国策に協力してきた立地地域が持続的に

維持・発展できるよう、発電所の運転終了により減少した交

付金の額を従前の水準まで回復させるとともに、この水準を

維持した上で適用期間を完全撤去まで延長すること。 

②「もんじゅ」廃止措置による地元への影響を緩和するため、

特例適用により交付限度額が拡充されている電源立地地域対

策交付金（自立発展枠）について、引き続き現在の交付水準

を維持すること。 

  ③運転期間延長に対する地域理解促進のため、昭和 56年以降の

立地に限って措置している原子力立地給付金の割増について、

運転開始時期に関係なく、40 年超運転に対する措置を新たに

設けること。また、誘致企業に対する電気料金の割引制度（原

子力発電施設等周辺地域企業立地支援補助事業）の期間を延

長すること。 

④電源立地地域対策交付金（長期発展対策交付金）について、使

用済燃料貯蔵量および貯蔵能力に基づく交付額を増額すると

ともに、全ての使用済燃料が事業所外に搬出される日までを交

付期間とすること。また、県に対しても交付するよう拡充する

こと。 

⑤再生可能エネルギーや水素エネルギーを導入したスマート  

エリアの形成など、多様なエネルギーを活用した地域振興を 

支援するエネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金の

予算額を十分確保すること。 
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最重点事項７ 

 

６ 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の充実強化 

特別措置法に基づく「振興計画」に掲げる事業については、

達成に向け所要の措置を講ずるとともに、対象事業の拡充や補

助率の更なる嵩上げ、不均一課税の対象業種の拡大など、制度

の充実強化を図ること。 

 

７ 法人事業税に係る収入金額課税の堅持 

電気供給業に係る法人事業税については、電気供給業が原発

立地地域から多大な行政サービスを受益していることから、現

行以上の見直しを行うことなく、収入金額課税を堅持すること。 

また、収入金額課税は、受益に応じた負担を求める外形課税と

して定着し、地方税収の安定化に大きく貢献しているため、ガ

ス供給業についても同様に、現行以上の見直しを行わないこと。 

  

【担当部署： 総務部 税務課 / エネルギー環境部 エネルギー課】 
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最重点事項８ 

  
 

【総務省、経済産業省、国土交通省、環境省】 

 

２０５０年のカーボンニュートラルの達成に向け、本県は   

２０３０年の温室効果ガス４９％削減（２０１３年度比）を目標に

排出削減を進めており、自治体の取組みが加速するよう、国が責任

をもって以下の対策を講じること。 

 

１ 脱炭素社会の実現に向けた支援 

① 脱炭素社会の実現には、気候変動に対する危機感を国民全体で

共有し、行動変容につなげる必要があるが、普及啓発にかかる

予算は減少傾向にあり、支援が後退している状況である。地域

における「デコ活」を更に推進するため、地域地球温暖化防止

活動推進センターに対し継続的な支援を行うとともに、令和９

年度末で終了する地域環境保全基金に代わる新たな財政的支援

を行うこと。 

② 再生可能エネルギーや原子力発電によるＣＯ２削減効果につい

て、立地地域の成果として評価する仕組みを設けること。 

  また、立地地域が脱炭素へ貢献していることについて、国民に

対し丁寧に分かりやすく説明し、理解を得ること。 

③ ２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロに向けた地方自治体の脱炭素

の取組みが確実に進められるよう、「地域脱炭素移行・再エネ推

進交付金」の予算規模を大幅に拡充すること。また、本県のよ

うな豪雪地域における太陽光発電設備の補助率の嵩上げや、既

設の太陽光発電設備へ蓄電池を付置する場合も補助対象とする

ほか、J－クレジットの創出を条件付きで認めるなど、柔軟な支

援制度とすること。 

 

 

脱炭素社会の早期実現 
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最重点事項８ 

 

④ 「脱炭素化推進事業債」の事業期間について、地球温暖化対策

計画の地域脱炭素の集中期間と同様の令和７年度までとされて

いるが、政府実行計画等に掲げる２０３０年度目標に準じて取

り組むことを可能とするよう、予算規模を拡充した上で事業期

間の延長を図ること。 

 

２ 再エネの導入拡大に向けた電力系統の強化 

再生可能エネルギーの導入拡大に向け、大規模蓄電池を活用し、

電力需給を調整することにより系統を効率的に運用する送配電ネ

ットワークを創出するなど、電力系統の強化を進めること。 

 

３ 気候変動適応策の推進 

  地域気候変動適応センターが地域における適応策の推進拠点と 

しての役割を果たせるよう、地域における気候変動情報の収集・分

析に対する財政的措置を行うこと。 

 

４ 地球温暖化対策推進法に基づく促進区域について 

  促進区域制度を市町が積極的に活用できるよう地域脱炭素化促

進事業に係る市町への財政支援を充実するほか、地域住民の理解

を円滑に得るため地域への利益還元の仕組みを創設するなど、市

町へのインセンティブを早期に強化すること。 

自然環境に十分な配慮を行うとともに地元住民の理解を得なが

ら再エネの導入を進めるため、再エネの新規立地を促進区域内に誘

導するための制度的対応を行うこと。 
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最重点事項８ 

 

５ 風力発電の導入円滑化 

① 風力発電について、自然環境や景観等への影響、災害の誘発が

懸念されるため、十分な調査や説明を行うなど、住民の理解を

得て事業を進めるよう、国が責任をもって事業者を指導すること。  

② 「一定の準備段階に進んでいる区域」に位置付けられている本

県あわら市沖の洋上風力発電について、関係者の理解促進に努

め、「有望な区域」に選定するとともに、地域協議会における議

論が円滑に進むよう、十分な配慮を行うこと。 

 

６ 水素など次世代エネルギーの普及・導入拡大への支援 

 水素エネルギーの普及・導入拡大のため、燃料電池自動車の購

入支援を継続的に行うとともに、需要を拡大するため、様々な価

格帯・用途の車両が早期に普及するよう開発支援を行うこと。あ

わせて、水素ステーションの整備・運営への支援を強化すること。 

 

７ 電気自動車用充電インフラの普及支援 

 電気自動車の普及に不可欠な充電インフラについて、近年の設

置需要増加に対応できるよう予算規模を大幅に拡充すること。 
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最重点事項８ 

 

８ 次世代型太陽電池の導入支援 

  ペロブスカイト太陽電池をはじめとする次世代型太陽電池など

脱炭素化に資する製品の実用化に向けた取組のほか、高い需要を

満たす供給体制を整備するための研究開発・実証・社会実装の取

組を支援する制度を創設、拡充すること。 

従来の太陽光発電設備の設置が困難である多雪地帯・豪雪地帯の

脱炭素化を推進するため、ペロブスカイト太陽電池など次世代型太

陽電池の設置支援についてこれらの地域を支援するメニューを創

設すること。 

 

【担当部署：エネルギー環境部 エネルギー課、環境政策課】 
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最重点事項９ 

  
 

【内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省】 

 

我が国の少子化問題は深刻さを増し、待ったなしの課題である 

ことから、「未来への投資」としてこども・子育て政策を強化する

とともに、社会全体でこども・子育てを支えていくという意識を 

醸成していく必要がある。 

我が国の持続的な成長のため、ライフステージに合わせた切れ目

ない支援を強化し、官民一体となって結婚・出産・子育ての希望を

叶えることができる社会を実現すること。 

 

１ 地方の子育て環境のさらなる充実 

（１）少子化対策・経済的支援の拡充 

こども未来戦略を着実に実行し、こども・子育て予算の倍増

に確実に取り組むこと。また、本県が実施している第２子以降

の０～２歳児への保育料無償化の拡充や、全国一律の現物給付

方式によるこども医療費助成制度の創設など、経済的支援のさ

らなる充実を図ること。 

 

（２）結婚を希望される方への経済的支援等の充実 

独身者の結婚の希望が叶うよう、「地域少子化対策重点推進交

付金」について、確実に予算を確保するとともに、結婚に向け

た経済的不安を軽減するため、結婚新生活支援事業の補助対象

経費の拡充および所得制限の緩和を行うこと。 

 

 

 

こども・子育て政策の強化 

-41-



 

 

最重点事項９ 

 

（３）不妊治療を受けやすい環境整備 

不妊治療の保険適用の対象外とされた先進医療等について、最

新の科学的知見等を反映し、保険適用範囲の拡充をすみやかに行

うこと。また、不妊治療を受けやすい環境整備に向けて、独自に

助成等を行う地方自治体に対し財政的支援を行うこと。 

 

（４）新生児マススクリーニング検査の対象疾病の追加 

新生児マススクリーニング検査の実証事業の対象となる疾患に副

腎白質ジストロフィーおよびライソゾーム病を追加するとともに、実証

結果を踏まえて、早期の全国展開を図ること。あわせて、全国展開の

際には、必要な財政措置を講じること。 

 

（５）産後ケアの充実 

産後ケアを安心して気軽に受けられることができるよう、受入拡大

に向けた体制整備や財政支援を含む制度拡充を図ること。また、国に

おいて実施内容（標準単価、支援形態別の受入れ基準）、安全基準

等の標準化を進めるとともに、里帰り出産時や過疎地域等における

産後ケアの広域的な利用の観点から、地域外の母子を対象とした施

設整備や受け入れを行う地方自治体への加算措置等を創設すること。 

 

（６）地域全体で若い世代を応援する社会の実現 

子育て環境の優れた地方において、Ｉターン世帯や核家族世帯

を含む子育て世帯を地域全体で応援する社会を実現するため、複

数市町がファミリー・サポート・センター事業を広域的に実施す

る場合において、効果的かつ効率的な事業運営の観点から、実施

方法や事業体制の要件緩和など、地域の実情に応じて柔軟に事業

を実施できるよう制度運用の改善に取り組むこと。 

-42-



 

 

最重点事項９ 

 

（７）保育士等の安定的な確保と人口減に伴う職員配置の見直し 

①保育士の賃金について、処遇改善を今後も継続し、他産業と 

遜色のない水準まで引き上げるとともに、保育士の加配支援、

看護師等専門職員の配置、保育補助者の配置、保育 ICT導入に

伴うランニングコスト支援など、職場環境の改善を図り、保育

現場の安定的な人材確保を行うこと。 

②人口減少地域等において、特に１号認定こどもの入所児童数 

が極端に少ない施設では、公定価格上配置を要する主幹保育教

諭の人件費支出と公定価格による収入との均衡がとれておら

ず、経営を圧迫している。 

入所児童数が極端に少なく教育・保育の質が保たれる場合は、

１号・２号のこどもを主幹保育教諭１名の配置で可能とするな

ど、地方の認定こども園が持続可能な提供体制を確保するため

の制度の見直し等を早急に行うこと。 

 

（８）義務教育における学校給食への財政支援 

   ①学校給食費の無償化については、小学校における令和８年度の

実現に向け、負担の在り方を抜本的に整理した上で、国の責任

において必要な財源を確実に措置すること。 

また、既に給食費を支援している市町の負担が増大することが

ないよう、かつ給食の質が低下することのないよう、地域の実

情を考慮した十分な単価設定をすること。 

さらに、導入後の物価高騰等も想定し、単価設定に物価スライ

ドを導入するなど、安定的、継続的に質、量ともに十分な給食

を提供可能な制度設計をすること。加えて、中学校への早期拡

大を図ること。 
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最重点事項９ 

 

  ②学校給食を通じた食育は、地場産食材を教材とした地域の自然、

歴史への理解や健康、食の大切さを伝える学校教育の大きな柱

であるため、地方自治体が行う食育に対する施策について必要

な支援を行うこと。 

 

（９）放課後の子どもの居場所確保 

共働き家族等が仕事と子育てを両立できる環境を整備するた

め、放課後児童クラブ・放課後子ども教室の開設日数の弾力化

や受入対象児童の拡充、規模の大小や待機児童の有無に関わら

ない充実した財政支援、放課後児童支援員の処遇改善を通じた

人材確保対策に取り組むこと。 

 

（10）入所施設等の措置費および里親等支援の充実 

①人口減少地域等においては、児童が少なくすでに経営が苦しく 

なっている施設等や人材の確保が深刻な問題となっている施設

がある。児童入所施設措置費の小規模施設の単価の引き上げや

ファミリーホームの現員払いの見直しを行うなど、地方の児童入

所施設等が持続可能な提供体制を確保するための制度の充実を

早急に行うこと。 

②家庭的な養育環境を確保するため児童養護施設や障害児入所

施設には小規模・地域分散化が求められており職員を増やし

て対応している。一方、被虐待児や障がいをもつ児童などケ

アニーズの高いこどもの入所が多くなっている中で、専門的

な支援を実施するための人員をさらに確保する必要があるた

め、各施設が行う人員体制強化のための支援を充実すること。 
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最重点事項９ 

 

③家庭的養育優先の原則のもと里親委託を進めているが、実親

の理解が得られにくいことやこどもを長期に受け入れる登録

里親の不足が課題となっている。里親制度は社会的意義が高

く、実親とともにこどもを養育することの理解が広がるよう

国として強力に広報すること。 

 

（11）ひとり親家庭等に対する支援の充実 

①全ての子どもが将来の可能性を広げていくとともに、夢や希望

を経済的な理由によって諦めることがないよう、様々な学びや

体験の機会を拡大するため、ひとり親家庭や低所得世帯等のこ

どもを対象とした習い事支援への助成の創設や進学にかかる

支援の充実を図ること。 

②児童扶養手当は、現況届により前年の所得に応じて支給額が 

認定されているが、親の入院や失業等により収入が激変した場

合でも、翌年の現況届まで手当額の改定がされず生活に窮する

ことがある。特別な事情がある場合には、手当額の改定の請求

が可能とするなど制度の弾力化を行うこと。 

 

（12）高等教育（大学・専門学校等）の修学支援新制度の拡充 

大学等の高等教育機関等進学における経済的負担が大きい

ことを踏まえ、多子世帯以外についても、「高等教育の修学支

援新制度」の所得制限を撤廃するなど、高等教育機関の授業料

による経済的負担を軽減すること。 

また、地方に若者が留まるよう、地元の高等教育機関へ進学

する学生への支援を嵩上げするなど、インセンティブのある制

度を創設すること。 
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最重点事項９ 

 

２ 育児と両立できる働き方の推進 

（１）育児休業取得の推進 

男性も長期間の育児休業を取得できることが当然となるよう、

手取り１０割相当を支給する出生後休業支援給付金等の給付期

間の長期化や、周囲の社員への応援手当支給、代替人員確保など、

企業の体制整備に向けた取組みへの支援を一層強化すること。 

 

（２）こども家庭庁のサテライトオフィスの設置 

子育て先進県である本県に、こども家庭庁のサテライトオフ

ィスを設置し、地方と協力した現場主義での施策立案を進める

とともに、子育てと仕事を両立する働き方改革を先導すること。 

 

３ 女性活躍の推進 

（１）女性・若者から選ばれる地方づくり 

女性が活躍できる地域づくりは、女性・若者から選ばれる地方

を実現する上でも極めて重要であり、地方が地域の実情に応じて

行う女性活躍、ジェンダー・ギャップ解消、アンコンシャス・バ

イアス（無意識の思い込み）に関する取組がさらに促進されるよ

う、地域女性活躍推進交付金の予算を大幅に拡充するなど、国と

しても財政支援強化を図ること。 

 

【担当部署：総務部 大学私学課 / 未来創造部 未来戦略課、県民協働課、女性活躍課

 / 健康福祉部 こども未来課、児童家庭課 / 教育庁 教職員課、保健体育課 】 
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最重点事項１０ 

O 

 

【内閣府、デジタル庁、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】 

 

人口減少問題は、大学進学や就職により地方の若者が、未婚率が

高く合計特殊出生率の低い東京に流出し続けていることが根幹に

ある。東京一極集中による社会減が自然減を加速させており、この

社会構造を早期に転換させることがきわめて重要である。国は責任

をもって、大学定員や企業の地方分散など、都市から地方に人が流

れる社会構造への転換を図ること。 

また、地域が直面する様々な課題をデジタル技術の活用によって

解決し、地方活性化を推進していくため、誰もが身近な場所でデジ

タル技術を活用できる環境を速やかに整備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分散型国家の実現とデジタル技術の社会実装の促進 

-47-



 

 

最重点事項１０ 

 

１ 若者が地方で学べる機会の創出 

（１）地域間の大学定員の偏在是正 

現在、全国の１８歳人口の９％しかいない東京都に、大学定員

の２５％が偏在しており、地方の若者が進学を機に県外へ流出せ

ざるを得ない構造的な問題がある。 

特定地域における過度の学生集中を抑制するため、平成３０年

度から東京２３区内の大学定員抑制が行われているが、東京都内

への大学生の集中には歯止めがかかっていない。このため、高度

なデジタル人材育成にかかる２３区内の大学定員増加について

は、この増加分を早期に他学部で減らすなど、大学定員の抑制を

徹底すること。 

また、定員抑制期間終了後の令和１０年度以降は、各都道府県

の１８歳人口に見合うよう都市と地方との定員バランスを適正

化することをルール化し、地方への定員移転を促進するため、地

方におけるサテライトキャンパスや研究機関の設置・運営・定員

増等に対する支援制度をより充実させるなど、十分な措置を講ず

ること。 

 

（２）地方大学の安定的な運営支援 

地方国立大学の活動を支える運営費交付金が年々減少し、厳し

い財務状況に陥っていることから、運営費交付金を増額するなど、

地方における質の高い教育研究を維持すること。 

また、成長分野への学部再編や施設整備に要する経費について

は、補助率や支援額の拡充など、大学の規模にかかわらず十分な

支援を行い、特色ある教育・研究の推進を図ること。 
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最重点事項１０ 

 

２ 企業の地方分散の促進 

（１）企業の地方移転促進制度の強化 

 企業の地方移転を促進する手法として、税収中立を念頭に置

きつつ、国の法人税率を全体として引き上げた上で、地方にの

み税額控除を行うことなどにより、実質的に東京と地方の法人

税に差を設けること。 

 

（２）産業団地整備への支援 

  ①大規模な半導体企業などが立地する際に必要となる関連イン

フラ整備について、地域産業構造転換インフラ整備推進交付

金制度の支援を国策事業以外も対象となるよう拡充するなど、

必要な財政的支援を行い、地方負担の軽減を図ること。 

  ②大規模な半導体企業などにおいて、製造には大量の工業用水を

必要とするが、河川水を使用する場合、水利権確保のための協

議、手続きに相当な期間を要する。企業において、インフラ提供

の早期確約が用地選択の要素となるため、手続きを簡略化する

など、水利権確保の協議、手続きが迅速に実施されるよう取り組

むこと。 
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最重点事項１０ 

 

（３）産業技術総合研究所「北陸センター」を核とした産業創出への支援 

産業技術総合研究所の北陸デジタルものづくりセンターにつ

いて、ＡＩ等の先進的なデジタル技術により、ものづくり分野

全般の変革を牽引できるよう、必要な環境整備を行うこと。 

また、日本の先進的な一大ものづくり地域を創生できるイノ

ベーション拠点にふさわしい設備・人員体制および連携体制を

構築すること。 

 

（４）スタートアップ支援の充実 

各地域の大学や高等専門学校における技術シーズを活用したス

タートアップの創出に向け、必要な施設整備や大企業との人材マッ

チングに対する支援を拡充するとともに、小中高生も対象に含めた

起業家教育を強化すること。 

   加えて、スタートアップに限らず、必ずしも高度な技術や斬新なビ

ジネスモデルをベースとしない、地域課題の解決に取り組むローカ

ル志向の起業が増加しており、そうした起業希望者も含め、都道府

県が行う支援施策について十分な財政措置を講じること。 

 

３ 都市から地方への人の流れの拡大 

（１）移住支援金の拡充 

   東京圏に限定されている移住支援金制度を、大阪圏、名古屋圏

にも拡大し、大都市圏から地方への人の分散を促進すること。な

お、令和６年度から新設された地方就職学生支援制度についても、

東京圏の学生だけでなく、大阪圏、名古屋圏の学生に拡大すること。  
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最重点事項１０ 

 

（２）自治体の意見を反映した実効性のある二地域居住の制度創設 

地方への人の流れを確実に創出する観点から、二地域を拠点と

する活動を政府として強力に支援するとともに、二地域居住の推

進にあたっては、地方で居住を始める人にとっても、受け入れる

自治体や住民にとっても、双方にメリットがある制度となるよう、

税負担の公平化など自治体の声を聴きながら丁寧な制度設計を

進めること。 

特に、二地域居住先での行政サービスに対する負担として、ふ

るさと納税の枠組みを活用し、通常とは別枠を設けるなど新たな

制度について検討すること。 

また、二地域居住を促進するためには住居費等の負担軽減を図

ることが重要であることから、二地域居住先の住宅の取得に対す

る住宅ローン減税の適用を可能とするなど新たな支援制度を設

けること。 

 

（３）地域プロジェクトマネージャー制度の拡充 

地域おこし協力隊や多様な関係者間を橋渡しする「地域プロジェ

クトマネージャー」を設置するにあたり、現在、市町村のみを対象とし

ている特別交付税措置を都道府県も対象とすること。 

 

（４）大学運営交付金等の拡充による地方定着 

   国から大学へ配分される交付金等の算定項目に「地方の就職率」

や「地方就職への取組み」などを加えること。 
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最重点事項１０ 

 

（５）奨学金を活用した若者の地方定着  

     奨学金の返還支援による若者の地方定着を促進させるため、

医療福祉をはじめとした人手不足職種など、現在、対象外とし

ている公務員についても特別交付税措置の対象とすること。 

 

（６）プロフェッショナル人材事業への対応 

地方創生を目的に、平成２７年から開始されたプロフェッシ

ョナル人材事業について国は令和９年度に交付金を終了し、そ

の後の運営は地方に委ねるとの方針を示しているが、人材の東

京一極集中の是正を強力に進めるため、国主導のもと新たな施

策を講じること。また、令和７年度から開始する「副業・兼業

人材活用促進事業補助金」については、プロフェッショナル人

材戦略拠点を通じない案件を補助対象とするなど、地域の実情

に応じた支援制度の拡充を行うこと。 

 

（７）ビッグデータ活用による行政サービスの向上 

住民基本台帳に基づく人口移動データについて、秘匿処理した

うえで個人の移動経歴をビッグデータとして公表するなど、地方

自治体が行う人口移動の要因分析や移住定住施策の企画立案 

などに活用できる仕組みづくりを行うこと。 
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最重点事項１０ 

 

４ 地方財政への十分な支援 

（１）地方一般財源総額の確保等 

地方創生・人口減少対策や国土強靭化のための防災・減災対策、

増加する社会保障費などの財政需要に対応するため、地方交付税

総額の確保・充実を含め、安定的な財政運営に必要な地方一般財

源総額を確保・拡充すること。 

また、物価高や賃上げ等に伴う人件費の増加による公共事業な

どへの影響についても適切に地方財政計画に反映すること。 

 

（２）地方創生関連予算の確保・充実 

新たな地方創生施策（「地方創生２.０」）の推進に向けて、地

方創生の継続的な取組みを一層推進できるよう、必要な地方創生

関連予算を十分に確保すること。特に、福井アリーナの整備など

地方創生に資する拠点施設の整備に対して、十分な予算を確保し

積極的な財政支援を行うこと。 

 

（３）いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止議論に伴う対応 

    いわゆる「ガソリンの暫定税率」の廃止については、地方の安定的

な行政サービスの提供および財政運営に支障が生じないよう、地方

の減収については代替の恒久財源を措置するなど、地方の安定的な

財源を確保することを前提に、丁寧な議論を進めること。 
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最重点事項１０ 

 

（４）辺地・過疎対策事業債の総額確保 

    全国的に過疎団体が増加し、人件費や資材価格の高騰により

建設事業費が増加している中で、辺地・過疎地域の活性化を図

るため、市町村が計画に基づく取組を確実に実施できるよう辺

地債および過疎債の必要額を確保すること。 

 

（５）公共施設等の適正管理の推進 

老朽化が進行する公共施設等について、長期的な視点をもっ

て、引き続き計画的に更新・統廃合・長寿命化、転用等の具体

的な対策に取り組んでいく必要があることから、令和８年度末

までとされる公共施設等適正管理推進事業債の措置期間を延長

すること。 

 

５ 地方創生にふさわしい選挙制度改革 

国の選挙制度については、人口減少に直面している地方の声や 

実情が国政にしっかりと反映されるよう、人口比例に過度に依拠 

しない制度の構築を検討すること。 

参議院の選挙制度については、人口の多寡にかかわらず、都道府

県単位による代表が国政に参加できるよう、早期に合区を解消する

こと。 

 

６ デジタル社会を支える基盤の構築 

（１）ＤＸによる地域課題解決への支援 

デジタル技術を活用し、地域課題の解決や魅力向上をより一層

推進するため新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実

装型、第２世代交付金）を継続的に確保・充実させ、地方の自主

的な取組みを支援すること。 
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最重点事項１０ 

 

併せて、デジタル実装型において、近い将来の実装を見据えた

実証経費や事業期間中に生じた機能の改善・追加にかかる経費も

対象にすること。また、各地方自治体の申請上限数の拡充あるい

は上限額内であれば申請上限数を超えた申請を可能とすること

等、地方の意欲的な取組みに支障が生じることのない柔軟な支援

制度に拡充すること。 

 

（２）デジタル社会を支える人材の育成・確保 

   地方におけるデジタル人材の質・量の両面での不足および都

市圏への偏在を解消し、地域社会全体でデジタル人材の育成・

確保を重層的に進めるため、以下の対策を講じること。 

① 行政分野でのＤＸを推進するため、各都道府県において取組む

こととされているデジタル人材のプール機能の構築および市

町支援に関して、地域により人材獲得に格差が生じるおそれが

あるため、国が必要な人材を直接雇用し、都道府県に配置する

方法を検討すること。 

また、地方公共団体におけるデジタル人材の育成・確保の取組

みに対して、財政的支援を充実させ、継続的に実施すること。 

  ② 教育分野でのＤＸを推進するため、幼少期からデジタル技術

に触れる機会の創出や学校におけるプログラミング教育の充

実、外部人材の活用、大学・企業等と連携した取組みに対し

て、財政的支援を充実させ、継続的に実施すること。 

  ③ 産業分野でのＤＸを推進するため、企業に対して経営者の意

識改革や社員の学び直しへの積極的な働きかけ、財政的支援

を充実させ、継続的に実施すること。 
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最重点事項１０ 

 

（３）地方自治体の情報システムの標準化・共通化 

全ての地方自治体が安心して標準準拠システム・ガバメン

トクラウドへ移行できるよう、以下の対策を講じること。 

① 令和７年度末の移行期限までに、システム間のデータ連携調

整など残された課題を解決できるよう、国が主体的に取り組

むこと。 

② 移行作業が集中する令和７年度においては、地方自治体に対

する国職員の応援派遣など、人的な支援体制の更なる強化を

図ること。 

③ 移行経費について、全額国において負担すること。また、特

定移行支援システムとなる場合には、実情を勘案した移行期

限を設定すること。 

④ 移行後の運用経費について、既に削減に取り組んできた地方

自治体があることを踏まえ、従来の運用経費を上回る場合は、

確実に財政措置を講じること。 

⑤ 移行後の改修・更新経費について、今まで以上に地方自治体

と丁寧に協議し、必要な財政措置を講じること。 

 

（４）アナログ規制の見直し 

アナログ規制見直しの対象規制の中には、自治体単独では見直

しが困難かつ全国的に一律で対応すべき規制が散見されるため、

国において全国一律で対応すべき規制を調査のうえ、通達等で見

直しの指針を示すこと。 

 また、地方自治体において見直しに必要となる経費については、

十分な財政的支援を行うこと。 
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最重点事項１０ 

 

（５）情報通信基盤未整備エリアの早期解消 

① 中部縦貫自動車道は国土強靭化に資する主要道路であること

から、トンネル区間について、開業と同時に携帯電話が利用可

能となるよう、電波遮へい対策を確実に進めること。 

② 国道４１７号線 冠山峠道路は緊急輸送道路に位置付けられて

いるものの、携帯電話の不感地域であり、事故発生時の緊急通

報が行えない等、安全面での課題を抱えている。国においても

「２０３０年度末までの道路カバー率９９％」をデジタル田園

都市国家インフラ整備計画に掲げていることから、冠山峠道路

の不感地域を確実かつ早期に解消すること。 

また、携帯電話事業者によるエリア整備やトンネルの電波遮へ

い対策を促進するため、補助率の引き上げや維持管理経費も補

助対象とするなど、支援制度の拡充を行うこと。 

③ 居住地域において、デジタル田園都市国家インフラ整備計画で

は、「２０２３年度末までに全居住エリアをカバーし、全ての

国民が４Ｇを利用可能な状態（エリア外人口０人）を実現する」

としているが、未だに携帯電話の不感地域が残っていることか

ら、携帯電話事業者へ速やかな整備を促すこと。 

④ 非居住地域においても、地域産業への支援や旅行者の利便性向

上を図るため、携帯電話の不感地域となっている観光地等にお

けるエリア整備が必要である。携帯電話事業者による整備を促

すため、国の補助率を上積みする等財政支援を拡大すること。 
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最重点事項１０ 

 

（６）マイナンバー制度等における情報連携の拡大 

県は住民情報を保有していないため、例えば、住民情報の分析

による新たな施策検討や、県自らが住民の状況に応じた独自のサ

ービスをプッシュ型で提供できない状況にある。 

現行のマイナンバー制度では、番号利用法に規定される法定事

務に準ずる事務に限り、地方自治体が条例で定めるところにより

独自利用事務としてマイナンバーを活用した情報連携が行える

が、上述のような事務は対象ではないため、マイナンバーの利用

範囲拡大や関連する制度面の見直し等を検討すること。 

 

 

【担当部署：総務部 財政課、税務課、人事課、情報公開・法制課、大学私学課、 

市町協働課 / 未来創造部 未来戦略課、ＤＸ推進課、定住促進課 /  

産業労働部 経営改革課、産業技術課、労働政策課、 

成長産業立地課 / 教育庁 教育政策課、高校教育課、義務教育課】 
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最重点事項１１ 

 

  地域鉄道の充実・強化 
 

【内閣府、総務省、国土交通省】 
 

地域公共交通は、地域社会・経済の基盤となるものであり、地方創生

の実現に重要な役割を担うものである。本県では、北陸新幹線県内開業

に伴う公共交通体系の変化や急速な人口減少等により、県内地域公共

交通に新たな課題が顕在化していることから、以下の対策を講じること。 

 

１ 地域鉄道の維持・活性化 

人口減少などによる利用者の減や急激な物価高騰等により、地域鉄

道は行政支援なしでは経営が成り立たない状況にある。また、本県の並

行在来線は輸送密度が低く、在来線最長の北陸トンネルや交流・直流

の切り替えなどを有し多額の維持経費を要する。 

国が創設した地域公共交通再構築事業（調査事業含む。以下「再構

築事業」という。）は、本県の地域鉄道や並行在来線が支援対象となら

ないなど、既に地域鉄道の維持・活性化に取り組んでいる地域の支援と

しては不十分である。 

一方、ＪＲローカル線では、減便や駅の無人化などが行われ、地域に

必要な利便性が確保されていない状況にある。 

このような状況を踏まえ、重要な社会インフラである地域鉄道が将来

にわたり維持され、地方創生に資する公共交通となるよう、次の事項に

ついて措置を講じること。 

 

（１）地域鉄道の維持・活性化への支援 

①再構築事業について、福井鉄道やえちぜん鉄道など、過去に鉄

道事業再構築実施計画の認定を受けた事業者等の継続した取

組みについても、簡易な手続きにより支援の対象とするととも

に、十分な予算枠を確保すること。 

 

地域公共交通の維持・活性化 

-59-



 

 

最重点事項１１ 

 

 

②再構築調査事業について、協議会に限らず、沿線自治体等の同

意を得た上で鉄道事業者が主体となって実施する場合も支援

の対象とするなど、地域の実情に応じた柔軟な運用をすること。 

③電気料金高騰の長期化は、鉄道事業者の経営に甚大な影響を及

ぼしていることから、国において電気料金の割引支援を継続さ

せるなど、財政支援を行うこと。 

④鉄道運転士等の確保を図るため、就職奨励金の支給など鉄道事

業者および地方自治体等が行う人材確保および定着に向けた

取組みに対して支援を行うこと。 

⑤自然災害が激甚化・頻発化していく中で、鉄道敷に近接する民

地法面等も含めた安全対策が必要である。鉄道事業者が安全運

行に必要となる施設整備を進められるよう、鉄道軌道安全輸送

設備等整備事業補助金等について、十分な予算額を確保するこ

と。また、鉄道敷に近接する民地法面等に施設整備を行う場合

も、国庫補助対象となるよう採択要件の緩和を行うこと。 

 

（２）並行在来線に対する支援の強化 

① 再構築事業の要件である輸送密度の基準を緩和し、経営が厳し

く、既に再構築事業者として認定されている本県並行在来線

「ハピラインふくい」の新駅設置や既存駅改修などについても、

優先的に支援の対象とすること。 

② 新駅の整備については、地域公共交通計画事業（コミュニティ・レ

ール化）に代わる新たな支援制度を早急に創設すること。併せて、

新たな支援制度の創設までは、地域公共交通計画事業の新規採

択を継続すること。 

③ 国が主導して、並行在来線（北陸新幹線）事業者間連携による業

務効率化の取り組みを一層発展させ、資機材の共同調達や工事

の共同発注などを促進し、低コスト化を図ること。 
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最重点事項１１ 

 

 

（３）ＪＲローカル線を維持する仕組みづくり 

①国鉄改革時には、不採算路線を含めて事業全体で採算を確保す

ることを前提として制度設計が行われた経緯を踏まえ、地方路

線の切り捨てとならないよう、国においてＪＲローカル線が維

持される仕組みを構築すること。 

②ＪＲ本州３社においても、赤字路線における落石や倒木、豪雨

対策などの安全・安定運行に係る取組みについては、再構築実

施計画の認定に関わらず、地域鉄道と同様に国庫補助の対象と

するなど、路線の持続可能性および利便性の向上のための財政

支援を行うこと。 

 

２ 路線バスなど地域公共交通の利便性向上 

   地方の路線バス事業は、急速な人口減少等の影響による利用減少

が路線の縮小を招き、将来にわたる持続が困難となっている。また、燃

料価格等の高騰により、バスの運行経費が増加する一方、行政支援は

ブロック単価が上限となるなど、事業者は厳しい経営状況が続いている。  

さらに、時間外労働時間の上限規制等により、バス運転士の確保が

一層厳しくなり、大規模なバス路線の廃止・減便が全国的に進むなど、

地域住民にとって最も身近な移動手段が崩壊の危機に直面している。 

 こうした状況を踏まえ、路線バス事業の持続可能性を高め、「地域公

共交通の最後の砦」としての役割を堅持できるよう、以下の対策を講

じること。 
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最重点事項１１ 

 

 

（１）路線バスの運行に対する支援拡充 

①路線バスの担い手となる交通事業者の経営安定に向け、新た

な補助制度等を構築すること。 

②路線バス運転士の確保を図るため、国庫補助金の算定根拠と

なるブロック単価について、人件費相当分を政策的に引き上

げるなど、構造的な賃上げにつながる取組みを行うこと。 

③地域間を結ぶ広域路線バスについては、人口減少が進む地域の

実情に配慮し、利用者の減少に伴う補助金の減額や対象外とす

ることがないよう、制度を見直すこと。 

 

（２）移動手段の確保に向けた支援拡充 

①生活交通の維持・確保に向けて、自動運転やライドシェアな

ど自治体や住民が地域の実情に応じて行う多様な取組みに対

して、充分な予算を確保すること。 

②公共交通機関の人材不足は依然として深刻であることから、

引き続き、事業者が行う人材確保策に対して支援すること。 

③自動車運送業分野における特定技能制度の導入により、運転

士不足解消の一助となることが期待される一方、地方の中小

事業者が直接海外から人材を確保することは容易ではない。 

このため、海外の特定技能希望者と地方事業者とのマッチン

グを行うなど、地方の中小事業者が外国人材を採用しやすい

仕組みを導入すること。 

④公共交通機関運転士の健康状態に起因する事故を防止するた

め、ＳＡＳスクリーニング検査、脳ＭＲＩ検査、心臓ドッグ

等各種スクリーニング検査の実施に要する費用について、事

業者を支援する制度を創設すること。 
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最重点事項１１ 

 

 

（３）自治体への財政支援拡充 

①地方自治体が行う人材確保に向けた取組みや公共交通の利用

促進策について、特別交付税措置の対象とするなど、十分な

財政支援を行うこと。 

②高齢者や高校生等の移動手段として必要不可欠な路線バスや

コミュニティバスの維持・確保のため、県や市町が実施する

運行支援について、特別交付税措置など十分な財政支援を行

うこと。 

 

         【担当部署：未来創造部 地域鉄道課、交通まちづくり課】 
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最重点事項１２ 

原子力発電所周辺地域の防災体制の強化 
 

【内閣府、人事院、総務省、厚生労働省、経済産業省】 

 

地方は、少子高齢化の急激な進展等により生産年齢人口の大

幅減が続いている。このような中、労働者の賃金は、昨今、歴

史的な高水準となった一方、業種や企業規模での格差が広がる

とともに、前向きな賃上げではなく、人材確保や定着のための

防衛的な賃上げが大半を占めている。 

賃金と物価の好循環をまわし、地方経済の持続的な成長・発

展を実現するには、いかなる環境でも稼ぐ力を持つ企業を地方

に増やすとともに、喫緊の課題として、人手不足対策、継続的

な賃上げ、働き方改革を講じる必要がある。国は以下の対策な

どに責任をもって取り組むこと。 

 

１ 人手不足の克服を実現する構造改革の推進 

これまで地方は、都市部に対し人・モノ・金・情報、エネルギ

ーなど様々な経済資源を提供し、日本の国土発展に大きく寄与し

てきた。しかしながら、人手不足が続く中、地域の中小零細企業

は疲弊し、今後ますます休業、廃業が増加することが大きく懸念

される。 

持続的な国土発展・成長を目指すため、人手不足が深刻な分野

や地域において、中小零細企業による人材確保が図られるよう、

地方負担に配慮した形で、既存の支援制度の拡充や新たな支援制

度の創設を検討すること。 

 

 

 

人手不足の克服や賃上げなど労働環境の改善 
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最重点事項１２ 

 

２ 持続的な賃上げの推進、全国一律最低賃金制度の導入 

経済の好循環を生み出すには、堅調な個人消費を生み出すこ

とが重要であり、実現には、物価上昇を上回る持続的な賃上げ

が必要である。昨今の歴史的な賃上げが一過性のものにならな

いよう、国は労使への働きかけを引き続き強めること。 

また、ランク別に目安額を示す現行の最低賃金の制度が続い

た結果、地域間格差が助長され、東京への一極集中を加速させ

る原因となっている。 

このため、最低賃金の目安額設定では、現在のランク別の格

差是正・縮小に力を入れるとともに、現法が定める三要素に地

域間格差、国際比較を加え、総合的に勘案すること。また、将

来的には、現行制度を改め、全国一律の最低賃金制度に見直す

こと。 

 

３ 学び直しやリスキリングの推進 

生産性の向上に向け、労働者が学び直しやリスキリングに取

り組めるよう、国は人材開発支援助成金等を活用した、オンラ

イン・オンデマンド型の教育訓練を促進すること。 

併せて、中小零細企業の人材開発支援助成金等の活用が進む

よう、各種補助金の申請手続きの簡素化を図ること。また、求

職者や失業者が実施した研修活動や資格取得にかかる費用につ

いて、就職後に所得税における特定支出控除の対象として認め

るなど、個人による学び直しやリスキリングを促進する支援を

強めること。 
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最重点事項１２ 

 

４ 非正規社員の待遇改善 

国は、就労の違いによる賃金格差が生じないよう、同一労働

に対しては、正規と同一の賃金が適用されるよう、企業に対す

る助言・指導等を強めること。 

また、いわゆる年収の壁など税や社会保障制度については、

人口減少や少子高齢化の進展、共働き世帯の増加や女性の活躍

など社会情勢の変化に対応し、公平中立な観点から見直しを行

うこと。 

 

５ 生産性向上に対する支援の充実 

毎年の賃上げは、経営体力の弱い中小零細企業に多大な影響

を及ぼす。適正価格での商取引の実施はもちろん、生産性を高

め、世界で戦える付加価値の高い商品企画、販売、ＤＸ化やイ

ノベーションの推進を継続的に実施する必要がある。 

国は、業務改善助成金やキャリアアップ助成金など、企業の

負担増を緩和するための支援制度について、申請書類を簡略化

するなど、中小零細企業でも簡単に申請ができる分かりやすい

制度に改めること。 

また、地域の実情に応じた対策を講じる自治体に対し、地方

交付金等の財源措置の充実を図ること。 
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最重点事項１２ 

 

６ ウェルビーイング経営の推進 

社員の幸福度を高めることにより、社員の創造性や企業の生

産性が、向上するとの研究成果が示されており、特に中小規模

の事業所においてその発現効果が高い。 

国においては、働きやすい職場環境づくりへの支援や、社員

のやる気、働きがいを引き出す新たな経営手法に取り組む中小

企業への支援を強めるとともに、活動の輪が広がるよう地方の

優秀な事例を相互に学ぶ機会を増やすこと。 

また、地方主導で行うウェルビーイング経営の展開・導入に

ついても後押しすること。 

 

７ 適正な価格転嫁の実現に向けた対応 

賃上げ原資の確保や高騰が続く原材料等やエネルギー価格

の転嫁を適切に進めるため、取引先と価格交渉を行う事業者が、

取引先から「買いたたき」や「減額」といった不当なしわ寄せ

を受けることがないよう、下請法違反行為に対する取締りを強

化するなど、徹底した価格転嫁対策を行うこと。 

      また、下請法違反行為により事業者が不利益を被る場合にお

いて親事業者との取引関係の悪化を懸念せずに、自発的に情報

提供できるよう環境整備に取り組むこと。 
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最重点事項１２ 

 

８ 地方公務員の人材確保に向けた給与制度の見直し 

近年、地方公務員の受験者数は年々減少し、競争倍率も低下

する中、地方公務員と採用が競合する民間企業においては、初

任給の大幅な引上げをはじめ高水準の賃上げが続いており、地

方公務員の採用を取り巻く環境は厳しさを増している。 

特に、土木職や薬剤師など技術職においては、民間企業の初  

任給が地方公務員の初任給を大幅に上回っており、ここ数年、

採用予定数を確保できていない状況である。 

また、地域手当の級地区分大くくり化により、地方と大都市

部の支給割合の較差が拡大される結果となったため、地方から

大都市部への人材流出の懸念が一層高まっている。 

ついては、地方公務員の人材確保を図るため、次の事項  に

ついて国は以下の対策を取り組むこと。 

 

①地方公務員の給与は、均衡の原則により、国家公務員の給与 

制度を基本とすることとされていることを踏まえ、地方公務員

の技術職の処遇改善を図れるよう、国家公務員の技術職に対す

る独自給料表の創設や、医師以外の職種に対する初任給調整手

当の支給など、技術職の処遇改善に国が率先して取り組むこと。

また、採用が困難な技術職の確保に向け、都道府県が独自に修

学資金の支援制度を創設した場合には、必要な財政支援を行う

こと。  

 ②地方公務員と採用面で競合関係にある地域内の民間企業は、比

較的規模の大きな従業員を有する企業が多いことから、職種別

民間給与実態調査の調査対象企業について、企業規模５０人以

上とする現行基準を早急に引き上げること。 
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最重点事項１２ 

 

③地域の民間給与の適切な反映を目的として、都道府県人事委 

員会が人事院と異なる地域手当の支給割合を勧告したときは、

人事委員会勧告の支給割合に基づき地方財政措置の積算を行

うこと。 

 

【担当部署：総務部 人事課 / 産業労働部 経営改革課、労働政策課】 
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重 点 事 項
（人づくり）

１ 学校教育の充実・強化

２ 教員の働き方改革の推進

（産業振興）

３ 米国による相互関税等に関する対策の実施

４ 中小企業・新産業への支援充実

５ 農林水産業の成長産業化

６ 外国人が活躍できる環境の整備

（交流拡大）

７ 北陸新幹線開業効果の最大化

８ スポーツを通じた地方の活力創出

９ 福井の歴史、伝統文化の発信・応援

10 幹線道路ネットワークの整備推進

（安全・安心）

11 誰もが安心して暮らせる医療と福祉

12 県民の安全・安心の向上

13 原子力施設へのテロに係る対処能力の強化

14 原子力施設への武力攻撃に対する万全の措置

15 拉致問題の早期かつ全面解決の実現
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重点事項１ 

が 

 

【総務省、文部科学省】 

本県においては、将来を担う子どもたちが「夢と希望」を持って、

自らの可能性に挑戦し未来を切り拓いていく「生きる力」を育成する

ため、個性を「引き出す教育」や学びを「楽しむ教育」など、一人ひ

とりを大切にする「子どもが主役の教育」を推進している。  

このため、一人ひとりの興味・関心や能力に合わせた子ども主体の

個別最適な学びや、誰一人取り残されず個性が尊重される学びを推進

するとともに、多様なキャリア形成を促す特色ある魅力的な学校づく

りを図ることが重要である。国においては、教育の公平性の観点から、

これら施策が確実に実施できるよう、日本の教育への公的支出の割合

が先進諸国の中でも低い状況にあることを踏まえ、以下の措置を講じ

ること。 

 

１ 質の高い公教育の実現に向けた学習指導要領の改訂 

  学校に対する保護者や産業界などの社会的ニーズが高まっている

とともに、学校が対応する課題は複雑化・困難化し、教職員にかかる

負担は増加の一途をたどっている。学習指導要領の改訂に向けては、

知識の集積だけでなく深い意味の理解を促し、学ぶ意味や社会とのつ

ながりを重視するとともに、教職員への過度な負担が生じることのな

いよう、子どもの学習内容について精選する方向で議論を進めていくこと。 

また、各学校での多様な取組みの展開に資するため、分かりやすい

指導資料の提示など教育委員会への支援を強化するとともに、指導主

事研究協議会等の実施により、指導主事等の資質・能力の向上を支援

すること。 

義務教育段階においては、指導内容の精選を進め、基礎・基本の定

着に加え、児童生徒が、より一層、自らの興味・関心や能力・特性に

応じて主体的に学習し、学びを深めることができる時間を確保すること。 

学校教育の充実・強化 
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重点事項１ 

 

 ２ 学校教育ＤＸの推進に関する支援の充実 

 （１）タブレット端末更新および通信ネットワーク拡充への支援 

    一人一台タブレット端末の更新について、小中学校は国の補助対

象の一方、高等学校は対象外である。福井県では、子育て世帯の負

担軽減と公平な学習環境の確保のため、約１０.５億円をかけて公費

にて更新の方針であるが、一人一台端末は高等学校においても必

要不可欠なものであり、授業料の無償化と同様、県に保護者負担、

公費負担の選択をさせずに国の責任において整備を行うこと。 

また、デジタル教科書の本格導入および動画や生成ＡＩ等を

活用した教材の使用機会が増えることを踏まえ、さらなる高速

大容量の通信ネットワークの拡充・更新に向けた補助事業等に

よる財政支援を継続・拡充すること。 

 

（２）学習者用ソフトウェア等への支援 

    小中学校において、紙とデジタルを取り入れた学習環境を整

えるため、全教科でデジタル教科書を正式な教科書として導入

していくとともに、２０３０年以降においても、直接書き込め

たり、広げて資料を見比べられる紙の教科書も併用して使用で

きるよう、紙とデジタルの両方の教科書を児童生徒に提供する

ための財源を確保すること。高等学校や特別支援学校において

も小中学校と同様に、紙の教科書とデジタル教科書の普及・活

用が進むよう、導入に係る財政支援を行うこと。 

    また、各学校における協働的な学びの充実や、子どもたち一

人一人が自らの学習進度や興味に合わせて学習できる環境を整

えるため、授業支援アプリやデジタルドリル等の学習用ソフト

ウェアの充実に向けた財政支援を行うこと。 
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重点事項１ 

 

（３）高等学校ＤＸ加速化への支援 

   高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）によるデジ

タル等成長分野を支える人材育成の取り組みにあたっては、デジ

タル環境の整備に加え、生徒への教育内容の充実に向けた継続的

な取り組みが必要であるため、補助制度を維持するとともに、十

分な予算を確保すること。 

 

（４）家庭学習におけるタブレット端末活用のための通信費支援 

   家庭学習におけるタブレット端末の活用を促進するため、低所

得世帯の児童生徒へのオンライン学習通信費の支援を充実する

こと。 

 

（５）不登校児童生徒への支援 

   不登校児童生徒の、自宅におけるＩＣＴ等を活用した学習活動

を指導要録上出席扱いとすることに関して、訪問等による対面指

導が適切に行われることを前提としているが、児童生徒および教

職員双方の負担軽減を図る観点からも、オンラインによる面談や

指導であっても定期的・継続的に行うことで出席を認めるよう、

要件を緩和すること。 
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重点事項１ 

 

３ 学校施設整備に関する支援の充実 

① 小中学校の再編や多様化する教育課題等に対応するとともに、

防災機能の強化も含め、時代に即した学習環境を整備するため、

校舎の新増築や既存施設の改修・解体、廃校施設の跡地活用、

バリアフリー化や脱炭素の推進等に対する支援制度を実情に

応じた補助単価の引き上げや補助要件の緩和などにより拡充

し、物価高騰にも対応した十分な予算を確保すること。また、

予算の速やかな執行が可能となるよう、内示等スケジュールを

可能な限り前倒しすること。 

② 高等学校施設についても、長寿命化対策やバリアフリー化対策、

空調設備の設置等の対応の増大が見込まれることから、補助制

度の創設や地方財政措置の拡充を図ること。特に、老朽化が進

むトイレの洋式化や乾式化による改修、校舎の断熱改修などの

部分的な改修に適用できる補助制度の創設や地方財政措置の

拡充を図ること。 

③ 災害が頻発する中で、小中高の体育館は、避難場所としてさら

なる活用が見込まれていることから、高校の体育館の空調設備

や断熱化対策等についても、さらなる補助制度や地方財政措置

の拡充を図ること。 

④ 学校施設の長寿命化対策や防災対策に必要な公共施設等適正

管理推進事業債は令和８年度まで、緊急防災・減災事業債は令

和７年度までの時限的な措置であるため、事業期間の延長を図

ること。 
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重点事項１ 

 

４ 職業系専門高校における産業教育の充実 

  地域の職業系専門高校と産業教育を一層発展させるため、産業

界との連携による商品開発や技術講習などを支援するマイスタ

ー・ハイスクール事業のような、職業系専門高校の魅力を高める

施策を継続・拡充すること。 

 

５ 特別支援教育の充実 

①通常の学級に在籍する発達障がい等のある児童生徒が増加 

している中、小中学校において、通級指導教員の基礎定数化が

現在進行中であるが、増加する必要数に追い付いていない。今

後の更なる増加に対応するための財政措置を行うこと。 

②高校通級に関して、実施校数および希望生徒数が年々増加して

いる。支援を必要とする生徒が十分な指導を受けられるように

するためにも、地域の実情に応じた通級指導教員の配置などの

財政措置の拡充を行うこと。 

③医療的ケア児が安全かつ安心して学校生活を送るためには、学

校看護師等の配置が不可欠である。配置に係る財政措置につい

て継続・拡充を図ること。 

④障がいのある幼児の早期教育を促進するため、特別支援学校 

幼稚部の教職員定数について、義務標準法に位置付けること。 

⑤本県では、難聴乳幼児の相談について、国の人的保証のない中

でろう学校が担っている。教員の加配およびより専門的な療育

と保護者支援を充実するため、言語聴覚士の配置などの財政措

置を行うこと。 
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重点事項１ 

 

６ 教育相談体制の一層の強化 

（１）スクールカウンセラー等の専門家による相談体制の強化 

専門的な知識・経験を有したスクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーを学校等に配置しているが、現在の配置

時間では週に１日しか勤務することができず、児童生徒が抱え

る様々な課題への継続的な対応が難しい。複数日の勤務により、

きめ細かな相談活動が可能となるよう、スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカーの配置時間増のための財政支援

の拡充を図ること。 

    また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー

の業務効率化のため、オンラインによる相談業務やケース会議

等で使用するＩＣＴ機器の整備への財政支援を行うこと。 

 

 （２）不登校対策としての校内の居場所設置への支援 

    「校内教育支援センター支援員の配置事業」は不登校の未然

防止や登校復帰の効果が非常に大きいと多くの学校から報告

を受けている。また、支援員の配置により教員の業務負担軽減

にもつながっている。しかし、学校現場からの多くの要望があ

るにもかかわらず、来年度の国の事業予算は大幅に縮減され、

継続的な児童生徒への支援が困難になることが危惧される。児

童生徒が安心して過ごせる居場所づくりのために財政支援を

拡充すること。 

また、県が実施主体となり、校内の居場所づくりを市町と

一体となって推進する場合に、県による補助金の一括申請を

可能にするとともに、新規校だけでなく継続校についても財

政支援の対象とするなど、制度の見直しを図ること。 
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重点事項１ 

 

 （３）ＳＮＳ等を活用した相談体制の構築 

    ＳＮＳ等を活用した相談窓口について、自治体が開設する場

合には、予算や人材の関係で時間帯や期間が制限されることか

ら、国の責任において、常時相談可能な相談体制の構築を図る

こと。 

 

７ 外国語指導助手（ＡＬＴ）等の活用促進に向けた支援 

 小学校・中学校・高等学校での本物の英語コミュニケーション

の充実のため、ＪＥＴプログラムや民間等によるＡＬＴ等の雇用

および配置に対する財政支援の拡充を図ること。併せて、ＡＬＴ

の住居の確保や生活支援、帰国時の事務手続きをするための人材

確保と雇用に係る財政支援を図ること。 

 

 

８ 学校再編に伴うスクールバス補助の拡充 

 少子化に伴い、学校の統廃合や再編が増加しているため、各学

校の校区に合わせたスクールバスの運行が必須となり、さらに乗

車児童生徒数が減少し家庭の運行経費負担額が増大するため、５

年とされている遠距離通学の補助期間の恒久化や距離要件の緩和

等、財政支援の拡充を図ること。 
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重点事項１ 

 

９ 日本語指導が必要な児童生徒への支援 

日本語指導が必要な外国人児童生徒等の増加に伴い、児童生徒

の母語を話せる人材の確保、教員の日本語指導力向上のための 

研修、少数在籍校を含む一層の日本語指導教員の加配、日本語支

援員の配置等に向けた財政措置を図ること。 

また、児童生徒の多様な母語や日本語のレベルに応じた日本語

指導や教科指導のための教材等の開発・配付への支援を図ること。 

加えて、児童生徒の居住地において母語を話せる人材の確保が

難しい場合に備え、オンライン授業や学習動画等を国の責任に 

おいて作成・配信する体制を整備すること。 

 

10 夜間中学への支援 

夜間中学における財政支援は開設前２年、開設後３年に限られ

ている。様々な事情により義務教育を実質的に受ける機会がなか

った方々が安心して学べる環境を確保するため、夜間中学開設や

運営に対する財政支援の拡充および補助期間の延長を行うこと。 

また、入学意志はあるものの自宅から夜間中学が遠く、通学が

困難な生徒等に対して、学びの機会が失われないようオンライン

授業を原則とした指導を認めるとともに、卒業資格を得られるよ

うに見直すこと。 

加えて、多様な生徒の支援を行うため、夜間中学に係る加配教

員の充実や日本語指導員等の支援員配置のための財政支援の拡充

を行うこと。 
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重点事項１ 

 

11 いじめ重大事態に係る調査委員会設置への財政支援 

 重大事態調査を行う調査組織には、公平性・中立性が求められ

ており、職能団体や大学、学会等から推薦を受けた調査委員が調

査を行うため、多額の調査費用を要する。速やかにいじめ重大事

態調査委員会設置を促し、詳細調査を実施することができるよう、

調査費用に対する財政支援を行うこと。 

 

【担当部署： 教育庁 教育政策課、教職員課、高校教育課、義務教育課】 
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重点事項２ 

6人間力を高める質の高い教育 

【文部科学省】 

教員は、子どもたちと明るい未来に向かって共に成長する伴走者

である。本県では、心身ともにゆとりを持って子どもと向き合える

よう、教職員一人ひとりを大切にし、「働きがいと働きやすさを両立

する働き方改革」を推進している。その成果として、本県教員の時

間外在校等時間は年々減少してきている。 

しかしながら、新たな教育課題への対応や地域行事への協力に加

え、児童生徒や保護者への個別対応等が複雑化している中、時間外

在校等時間の削減だけを求められることには限界がある。教員採用

選考試験における志願者数の減少が続いている現状も鑑み、時間外

在校等時間の上限月４５時間、年３６０時間を実現するためにも、

以下の措置を講じること。 

 

１ 教職員定数の改善・充実 

①新たな教育課題への対応が求められ、児童生徒・保護者への個

別対応等が複雑化する中、時間外在校等時間削減は教職員定数

の改善がなくては不可能である。 

特に、小学校は中学校・高校と比べて基礎定数の配置基準が低

く設定されており、学級担任以外の教員が非常に少なくなって

いるため、配置基準を見直し、どの小学校においても学級担任

以外の教諭が複数配置されるよう、教職員定数の純増を実現す

ること。 

また、中学校の学級編制基準の見直しに当たっては、本県独自

の少人数学級編制が推進できるよう、教職員定数の純増を実現

すること。 

 

教員の働き方改革の推進 
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重点事項２ 

 

②令和８年度に完了する通級指導、日本語指導の基礎定数化を確

実に実施するとともに、小学校において教科担任制の対象学年

を小学校３年生まで拡充し、チーム担任制を推進するための新

たな加配を設けること。また、中学校において生徒指導を充実

させるための加配をさらに拡充すること。 

③栄養教諭等は、児童生徒数の減少による学校の統廃合や共同調

理場方式への移行・大規模化が進んでいるため、大規模共同調

理場の加配としてではなく、現在の基礎上限（児童生徒数 

６，００１人以上で栄養教諭等３人配置）の上に新たな区分を

設け、より多くの栄養教諭等を配置できるようにすること。 

④養護教諭は、児童生徒の健康管理や保健指導に加えて、不登校

児童生徒への対応や感染症対策など多岐にわたる業務を担っ

ており、ひとり職である養護教諭への責任や業務負担が増大し

ている。子供たち一人一人の身体と心の健康を守るためにも、

配置基準未満の小規模学校（１～２学級）への配置や複数配置

基準（小学校８５１人以上、中学校８０１人以上）の引き下げ

など、配置基準を見直し、より多くの学校に養護教諭を配置で

きるようにすること。 
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重点事項２ 

 

２ 教職員業務の負担軽減と児童生徒支援の充実 

本県では、文部科学省より示された「学校・教師が担う業務に

係る３分類」に基づき、学校、地域、保護者の役割分担や業務の

適正化を推進しているが、地域との連携を進める中で教職員が行

事参加や協力を求められることも多く、学校の業務から切り離す

ことが難しい活動もあるのが現状である。そこで、教職員の負担

を軽減するため、「基本的には学校以外が担うべき業務」の外部委

託を進めることができるよう、必要な財政措置を講じるなど積極

的に支援すること。 

また、学校徴収金の公会計化について、国が先導して全国共通

の公会計化システムを構築し、導入費等へ財政支援を行うこと。 

教員業務支援員や部活動指導員などは、学校現場において大変

有効に活用されているため、引き続き十分な支援を継続すること。 

 

３ 教員不足に向けた対応 

① 近年の大量退職に伴う大量採用により２０代から３０代の教員が

増加し、産休・育休取得者や長期の男性育休取得者が急増して

いる。代替となる臨時的任用教職員の確保が困難となっていた

が、このたび本県の要望どおり、正規の教職員が産休育休等取

得者を代替する場合も国庫負担の対象となるよう制度が改正さ

れた。今後も代替となる臨時的任用職員の不足が見込まれるた

め、現制度を引き続き維持すること。 

また、現制度を地方が導入する場合は、地方の独自財源で正

規教職員を年度当初に配置する必要がある。教職員の安定した

代替者確保のため、産休育休等の取得が見込まれる教職員の代

替として、年度当初から正規教職員を配置する新たな加配制度

を設けること。 
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重点事項２ 

 

② 多くの人材を確保するためには、教職を目指しやすくすることが

必要である。教育学部以外で取得した単位や資格等により教職

課程を履修したものと見なすなど、特に音楽・美術・書道といった

芸術に関するものや、技術、家庭、農業および商業に関する教員

免許取得条件を緩和して、教育学部以外の学部でも卒業時に教

員免許を取得できるようにすること。 

③ 教職大学院を修了した場合に限らず、新規大学卒業者における

教員志願者の増加を図るため、教員に採用され一定期間在職し

た者に対して奨学金返還を免除する制度を創設すること。 

 

４ 校務支援システムへの支援 

   校務ＤＸによる教職員の働き方改革を推進するため、校務支

援システムの環境整備にかかる初期費用だけではなく、校務支

援システムの運用保守費等の財政支援を行うこと。 

 

５ 部活動負担の軽減 

（１）中学校部活動の地域移行（地域展開）にかかる支援 

       部活動の地域移行（地域展開）については、令和７年度までの

改革推進期間から、令和８年度から１３年度までの改革実行期間

へと新たなフェーズに移行する。 

① 休日においては、引き続き、子どものニーズに応じた新たな地

域クラブの設立や、持続的な指導体制確保などが必要なため、

支援を継続すること。 

② 平日においては、休日以上に指導者の確保、生徒の移動手段

の確保等が困難であることから、地域の実情をよく把握した上

で、ガイドラインの見直しや支援方策の拡充を検討していくこと。 
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重点事項２ 

 

③ 地域移行を進めるに当たっては、受益者負担と公的負担の在り

方等を検討する必要があるとされているが、公的負担について

は、地方公共団体に過重な負担が生じることがないよう、国に

おいて必要な財政措置を行うこと。 

④ 経済的に困窮する世帯の生徒への支援については、参加する

地域クラブや居住する市区町村間で差が生じないよう、新たな

支援の枠組みを構築すること。 

⑤ 国においても、部活動改革の理念やこれからの地域クラブ活動

の在り方について幅広な広報や周知活動を行い、生徒・保護者

等の関係者の理解促進を図ること。 

 

 （２）部活動指導にかかる支援 

    平日の部活動指導員を確保するため、単価を引き上げると

ともに、大会引率旅費を支給対象とすること。また、同一  

学校での同一部活動の任用に係る５年間の任用期限を撤廃 

すること。 

 

【担当部署： 教育庁 教職員課、義務教育課、保健体育課】 
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重点事項３ 

原子力発電所周辺地域の防災体制の強化 
 

【内閣府、経済産業省、農林水産省】 

 

米国は、日本からの輸入品に対し 24％の相互関税を適用する

旨を発表し、また、裾野の広い産業である自動車等についても、

25％の追加関税措置を発動した。その後、中国を除き、相互関

税の上乗せ分について一次停止する一方、10％の一律関税につ

いては維持するとしている。 

このような関税の引き上げは、米国への直接の輸出だけでな

く、間接的な輸出、中小受託事業者の受注減少やコスト負担、

世界経済やサプライチェーンへの影響など、地域経済全体への

影響が懸念される。 

こうしたことから、軌道に乗りかけている継続的な賃上げや

投資を起点とする地域経済の好循環を停滞させることのないよ

う、令和７年度補正予算を含め早急に以下の対策を講じること。 

 

１ 追加関税および相互関税の見直し 

自由貿易体制の維持に向け、米国に対し、自動車等への追加

関税および相互関税の見直しを粘り強く求めること。 

 

２ 関税措置がもたらす影響等の情報提供 

今回の関税措置がもたらす日本経済への影響等について的確

な分析を行い、国民や事業者等に対し迅速かつ丁寧に情報を提

供するとともに、こうした分析結果や地域の実情を踏まえた対

策を講じること。 

 

 

米国による相互関税等に関する対策の実施 
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重点事項３ 

 

３ 関税の影響を受ける中小企業等への対応 

関税の影響を大きく受ける輸出関連事業者や、経済の変動の

影響を受けやすい中小企業等に対して、資金繰り支援、経営改

善支援、価格転嫁の円滑化などによる取引適正化、相互関税の

影響を受けにくい国や地域への海外販路開拓・拡大支援を行う

など、地方の産業や雇用への影響を最小限にする対策を講じる

こと。 

 

４ 農林水産物の国内生産への悪影響防止 

米国との交渉においては、食料安全保障の観点も踏まえ、農

林水産業等に及ぼす影響を十分に勘案した上、これまでの輸入

のルールを堅持し、農林水産物に対する万全な国境措置の確保

等、国内生産への悪影響を防ぐ対策を講じること。 

 

【担当部署：産業労働部 経営改革課、商業・市場開拓課、産業技術課 / 

農林水産部 流通販売課、福井米戦略課、園芸振興課、県産材活用課、水産課】 
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重点事項４ 

いちゅ地じｂ場地方分権改革の推進 

【厚生労働省、経済産業省】 

 

１ 円滑な事業承継への支援の充実 

（１）小規模事業者向け施策の充実 

地域において、経営者の高齢化や後継者問題により、特に  

小規模事業者の廃業が増加しているため、後継者のいない小規

模事業者が第三者に株式や事業を売却した場合の譲渡益課税を

軽減する措置（退職金と同様の控除）を講じること。 
 

（２）中小企業経営承継円滑化法の事務の簡素化および財源の措置 

国から都道府県へ権限移譲された中小企業における経営の 

承継の円滑化に関する法律にかかる事務について、これまでの

改正により、都道府県の事務量が増加しているため、電子化等に

よる手続きの簡素化や地方交付税措置の拡充を図ること。 

 

２ 技能検定制度における支援の充実 

技能検定制度について、若年者に対する減免措置の対象者の縮

小や、外国人技能実習生における育成就労制度および特定技能制

度への移行に伴い、受験機会の減少が懸念されている。技能検定

制度は、労働者の技能の向上とキャリア形成において重要な役割

を果たしており、受験者数の減少は、技能検定全体の質の低下や

提供サービスの縮小を招く恐れが強い。 

このため、縮小された若年者に対する減免措置の対象を令和４

年度以前の縮小前と同様に回復するとともに、技能向上対策費補

助金の十分な予算確保を行うなど、技能振興や継承に対する施策

の充実を図ること。 

 

 

中小企業・新産業への支援充実 
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重点事項４ 

 

３ 障がい者の雇用促進に向けた支援の強化 

（１）事業主に対する各種助成金制度の拡充 

   事業主における障がい者雇用への取組みを促進するため、 

特定求職者雇用開発助成金の助成対象期間を拡大するなど、 

特に、障がい者を多数雇用する中小企業の事業者に対する各種

助成金を拡充すること。また、障害者雇用納付金制度における報

奨金の支給を受けるために必要な障がい者数の引き下げなど、

一層の充実を図ること。 
 
 

（２）特例子会社設立に向けた支援の強化 

   中小企業による特例子会社や事業協同組合の設立を促進する

ため、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金の支給を受

けるために必要となる障がい者の雇用数を１０人以上から、特

例子会社認定要件の５人以上まで引き下げるなど、各種助成金

の要件を緩和すること。 
 
 

４ 伝統的工芸品の世界に向けた発信 

伝統的工芸品の生産額が減少する中、新たな需要を獲得してい

くためには海外展示会への出展や海外需要に合った商品開発等の

海外展開が重要である。 

しかし、小規模零細事業者が多い伝統工芸事業者にとって海外展

開はハードルが高い。地方自治体が主体となり各産地が連携して取

り組むことができれば、需要開拓だけでなく伝統工芸産地へのイン

バウンド推進も期待できることから、国の伝統的工芸品産業支援補

助金について地方自治体も活用できるよう制度を拡充すること。 
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重点事項４ 

 

５ 商店街への支援強化 

地域の商店街は、地域住民の消費活動の場だけでなく、高齢者や

子育て家族への支援、防犯・防災、環境保全等の地域コミュニティ

の中心としての役割も担っているが、人口減少や消費者ニーズの

変化、経営者の高齢化に伴う事業承継問題等により空き店舗が増

加するなど、商店街組織自体の弱体化が進んでいる。 

このような中、今後も地域から必要とされ、地域コミュニティの

中心として持続していくために、商店街の継続的な活性化につな

がる取組みや、アーケード・街灯・融雪装置など商店街設備の維持

管理等を支援する施策を講じること。 

 

６ エネルギー価格高騰の影響を受ける企業等の負担軽減 

電気・ガス等の料金が依然として高止まりしている中において、

地域の経済活動への影響を最小限に抑えるよう、引き続きエネルギ

ー価格の動向等に応じた負担抑制策を講じるとともに、地方公共団

体が地域の実情に応じて中小企業者等を支援できるよう、物価高騰

対応重点支援地方創生臨時交付金を拡充するなど、財政措置を行う

こと。 

 

  

【担当部署：産業労働部 経営改革課、商業・市場開拓課、労働政策課】 
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重点事項５ 

地方分権改革の推進 

【総務省、農林水産省】 

 

１ 食料自給率向上のための生産基盤の強化等に係る予算確保 

食料安全保障には、食料自給率を上げることが重要であることか

ら、地産地消についての国民意識を醸成するとともに、麦類・大豆、

園芸や畜産の生産基盤の強化に関連する施策の充実と十分な予算

を確保すること。 

 

２ 食料の合理的な価格形成システムの実現 

燃油・肥料・飼料などの資材費や人件費が上昇・高止まりしてい

るなか、持続可能な農業経営を実現するためには、米をはじめとし

た食料の合理的な価格形成が不可欠である。令和７年度中の構築に

向けて検討が進められている食料の合理的な価格形成の制度化に

ついては、農業者が安心して食料生産を続けることができるよう、

実効性のある仕組みを構築すること。 

 

３ 新たな水田政策における予算確保 

現在、抜本的な見直しが進められている水田政策について、水田、

畑に関わらず支援対象とする方向で検討されているが、これまで水

田をフル活用して進めてきた麦大豆等畑作物の取組みが後退しな

いよう十分な予算確保を行うこと。また、生産現場に混乱が生じな

いよう早期の情報提供を行うこと。 

生産性向上に対する支援へ転換するとされているが、これまで本

県では担い手への農地集積やスマート農業、環境保全型農業などに

注力してきたところであり、これらの取組みを後押しするような制

度にすること。 

 

農林水産業の成長産業化 
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重点事項５ 

 

４ 競争力のある園芸産地拡大への支援 

  本県では、販売額１億円規模の園芸タウンや大規模園芸施設の整

備を進めているため、必要となる低コスト耐候性ハウスや大規模園

芸施設等の整備にかかる取組みに対し、十分な予算を確保すること。 

さらに、観光農園など、多様な農家の取組みに対して事業が積極

的に活用できるよう、制度を拡充すること。 

 

５ 燃油・配合飼料等価格高騰の長期化に伴う経営安定対策 

燃油および配合飼料等価格高騰の長期化に備え、施設園芸セーフ

ティネット構築事業、漁業経営セーフティーネット構築事業、配合

飼料価格安定制度において、今後も補てん金の交付が確実に行われ

るよう、十分な予算を確保するとともに、実情に応じて制度の見直

しを図ること。 

また、施設園芸や、特に人工光型の植物工場では、ヒートポンプ

や補光装置の利用など電気の使用が不可欠であることから、電気代

の高騰に係る補てん金の制度を構築すること。 

 

６ 有機農業の消費拡大と生産支援 

有機農業の推進には、環境への負荷低減など有機農業の果たす役

割に対する消費者の理解醸成、除草作業の増加や病害虫による減収

などのコストに見合う価格での取引が課題となるため、消費者理解

の促進や消費喚起を進めるとともに、生産者の所得確保や省力化に

つながる研究開発や機械・施設等の導入支援を図ること。 
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重点事項５ 

 

７ 農業の人材育成支援制度の拡充 

経営発展支援事業における機械・施設導入補助について、予算額

を増額すること。さらに、事業費上限額を実情に合わせて増額し、

事業対象者を就農３年目までに拡大すること。 

また、今後も継続的に新規就農者に対して農業教育が必要なこと

から、農業教育高度化事業ついて、予算額を増額するとともに、都

府県上限額の見直しを行うこと。 

 

８ 農業者のセーフティネット対策の見直し 

台風や大雨などの大規模災害の備えとして、園芸施設共済の重要

性が増している中で、資材価格や人件費の高騰により、ハウスの建

築価額も値上がりしていることから、被災した農業者が十分な補償

が受けられるよう、共済金の算定に用いる園芸施設の標準価額につ

いて見直しを行うこと。 

また、各種農業保険（収入保険、農業共済）やナラシ対策等の補

償・補てんの考え方が統一されていないため、農業者間で不公平感

が出ていることから、類似制度の集約も含めた見直しの方向性を速

やかに示すこと。 
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重点事項５ 

 

９ 農業委員会等に対する支援の拡充 

農業委員会等が農地利用の最適化活動などを進める上で、国の各

種財政措置は不可欠であり、各希望額に見合った支援が可能となる

よう、十分な予算を確保すること。特に農地利用最適化交付金につ

いては、対象活動や経費の範囲がより明瞭になるよう、他制度との

すみ分けの明確化や、経費等の具体化に向けた運用改善を図ること。 

また、令和７年度から農地集積に係る賃貸借は農地バンク（中間

管理機構）を通じた農用地利用集積等促進計画に一本化されたが、

同バンクや農業委員会の負担減につながるよう、契約更新に関して、

ＤＸの活用や必要書類の省略等による事務の簡素化や支援策の拡

充を図ること。 

 

10 鳥獣害対策に係る予算の確保と捕獲経費の補助単価引き上げ 

シカ・イノシシ等による農作物被害低減のためには侵入防止柵の

維持補修が重要であるため、修繕に要する資材費等の地元負担を軽

減するための支援制度を新設するとともに、地域の要望に対して十

分な交付金の配分となるよう、鳥獣被害防止総合対策交付金の十分

な予算を確保すること。 

また、誘引餌やくくりわな等の資材価格の上昇や、燃料費高騰に

よる焼却施設等での処分費などの増加に伴い、有害鳥獣の捕獲に必

要な経費負担が大きくなっているため、鳥獣被害防止総合対策交付

金における捕獲経費補助金の上限単価を引き上げること。 
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重点事項５ 

 

11 農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成の十分な予算確保 

  中山間地域の保全のため、農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）   

の形成推進は重要であり、中山間地域等の重要な施策として継続す

るとともに、十分な予算を確保すること。 

 

12 農業農村整備事業予算の十分な確保 

意欲ある担い手の経営規模拡大や高収益作物の導入に必要とな

る、農地の区画拡大や暗渠排水等の整備を行う農業競争力強化基盤

整備事業費等の十分な予算を確保すること。 

また、農業用水利施設の機能強化・長寿命化、農村の防災・減災

対策、ならびに地域共同による農地・水路等の保全管理、電気料金

や資材・人件費の高騰による影響が生じている土地改良区に対する

支援についても、十分な予算を継続的に確保すること。 

 

13 農林水産物に関する海外販路開拓への支援 

輸出支援プラットフォームなどを通じたマーケットニーズや現 

地企業などの情報の提供や、国内農林水産物・食品について海外市

場における需要拡大に向けたＰＲ活動などを強化すること。 
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重点事項５ 

 

14 「農業振興地域の整備に関する法律」改正による農用地面積目標 

の柔軟な運用 

    令和７年４月施行の「農業振興地域の整備に関する法律」改正に

伴い、都道府県が確保すべき農用地の面積目標の達成に向けた国の

関与が強化されたところであるが、農地を含めた土地利用は、地方

自治体が自らの意志と責任において主体的に判断すべきものである。  

このため、次期面積目標の設定に当たっては、地方自治体の意見

を十分に聴取した上で地域の実態が反映される仕組みにするととも

に、農用地区域からの農用地の除外（農振除外）について、地方自

治体が主体的に農業振興と地域振興のバランスを図る柔軟な対応が

可能となる制度の設計・運用を行うこと。 

 

15 県産材の安定供給および需要拡大に係る予算確保 

森林の適正な管理を行い、県産材の安定的かつ持続的な供給体制

の確保および需要拡大を図るため、再造林・保育および間伐等の計

画的な森林整備、林業事業体の経営基盤の強化を図る高性能林業機

械の導入、木材加工流通施設の整備など川上から川下までの総合的

な取組みに係る予算を十分に確保すること。 

また、高性能林業機械は、生産性の向上だけでなく、作業の安全

性確保にも寄与することから、機械の追加導入に際しては、生産性

向上と生産量拡大を重視した現行の支援要件を緩和すること。 

 

16 林業の人材確保に向けた支援 

新たな林業の担い手を確保するため、首都圏等において、林業の

魅力や各地域の林業の特色などを広く発信する機会の継続など、林

業の人材確保に向けた支援を行うこと。 
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重点事項５ 

 

17 自伐林家の育成支援等に係る予算確保・制度創設 

自伐林家の確保・育成は山村地域の活性化にもつながることから、

「林業・木材産業循環成長対策交付金」等において、大型の高性能

林業機械だけでなく、自伐林家が森林整備の際に使用する小型バッ

クホウや林内作業車などの小型機械についても補助対象とすること。 

また、自伐林家に対しても、「緑の雇用」担い手確保支援事業お

よび緑の青年就業準備給付金事業と同等の経済的支援を行う補助

制度を創設すること。 

 

18 林業のＤＸ推進に向けた支援 

所有と経営を分離し、主伐の推進による収益向上を図る「ふくい

型林業経営モデル」の実現に必要となる森林資源量や地形を正確に

把握するため、航空レーザ計測成果に基づく森林情報の解析を早期

に実施する必要があることから、「合板・製材・集成材国際競争力

強化・花粉削減総合対策」について、路網整備の整備費を上限額と

した要件を見直すとともに、解析に必要な予算を十分に確保する 

こと。 

 

19 漁業収入安定対策における予算の確保 

漁業者が国の方針に沿って着実に資源管理を進めている中、地球

温暖化に伴う沿岸海域の水温上昇等の影響を受け、漁獲される魚種

や来遊量の変動が大きく、漁業者の収入は減少している。漁業者の

十分な理解のもと、効果の高い資源管理を実行していくため、引続

き「積立ぷらす」の予算を十分に確保すること。 

 

 

-96-



 

 

重点事項５ 

 

20 本県漁業者の操業に係る安全確保 

北朝鮮によるミサイルの発射を抑止するとともに、大和堆を含む

我が国の排他的経済水域において、違法操業を行う外国漁船や投棄

漁具を排除し、本県の漁業者が安心して操業できるよう万全を期す

こと。 

 

【担当部署：農林水産部 流通販売課、福井米戦略課、園芸振興課、中山間農業・ 

畜産課、農村振興課、農地保全整備課、水産課、県産材活用課】 
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重点事項６ 

地方分権改革の推進 

【法務省、文部科学省、厚生労働省】 

 

 本県では、令和３年３月に福井県多文化共生推進プランを策定

し、現在、在住外国人は１万９千人を超えている。 

本県の外国人住民が安心して安全に暮らせ、地域と共生しながら、

今後さらに活躍できる環境を整えるため、以下の支援を行うこと。 

 

１ 外国人住民に対する生活支援の充実 

外国人受入環境整備交付金による支援を継続するとともに、

十分な予算を確保すること。また、外国人住民の安全・安心な生

活を確保するため、公的機関等における通訳や多言語ホームペー

ジ、案内板などによる情報提供体制の整備、人材の育成に対する

財政措置の拡充を図ること。特に、災害や急病などの緊急時に必

要な支援を行うため、災害・医療通訳の人材育成に対する財政措

置や専門家派遣などの人的支援を行うこと。 

 

２ 外国人住民に対する日本語学習等の機会の充実 

外国人住民が日本語を学ぶことができる公的な仕組みを国が 

責任を持って構築すること。その際には、オンライン学習の観点も

取り入れること。 

また、自治体による日本語学習の体制強化を図るため、地域  

日本語教育の総合的な体制づくり推進事業は、必須項目をなくすな

ど、応募要件を緩和するとともに、補助率の引き上げやコーディネ

ーターの派遣など、支援の充実を図ること。 

 

 

 

 

外国人が活躍できる環境の整備 
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重点事項６ 

 

３ 外国人材の受入れ・定着と活躍促進に向けた支援の強化 

（１）地方における外国人材活躍促進に向けた新たな仕組みづくり 

   生産年齢人口の減少などにより、地域産業を支える担い手不

足が深刻化していることから、育成就労制度の創設に当たって

は、外国人材の人権に配慮しつつ、転籍等により都市圏に外国

人材が集中することがないよう、地域産業の実情に応じた一定

の在籍期間を確保するなど、外国人材が確実に地域の企業で活

躍できる仕組みづくりを行うこと。 

また、地域で働く外国人材の受入れ・定着に関する環境整備

等施策に対する財政支援の充実を図ること。 

 

（２）受入れ対象分野の追加および運用の見直し  

育成就労制度の受入れ対象分野の設定については、現行制度に

おいて技能実習が行われている職種をすべて対象とするとともに、

それぞれの地域の実情に応じ、柔軟に対象分野を拡大すること。 

さらに、外国人材が在留資格を得られるまで時間を要すること

から、申請書類の簡素化や審査期間の短縮など、運用の見直しを

行うこと。 

 

（３）育成就労制度および特定技能制度における試験の整備 

    送り出し国で行う日本語学習・試験について、国の責任にお

いて当該国と連携し、十分な学習・受験機会を確保するととも

に、受入機関と外国人材に新たな費用負担が発生しないように

すること。 

また、特定技能評価試験について、送り出し国等における受

験者数や特定産業分野ごとの人材需要等を踏まえ、国の責任に

おいて十分な受験機会を確保すること。 
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重点事項６ 

 

（４）受入機関に対する支援制度の創設 

 人材不足が深刻な中小・小規模事業者が、円滑かつ適正に特定

技能外国人を受入れることができるよう、事業者の負担を軽減

する支援制度を創設すること。 

 

（５）受入れ・定着に係る相談体制の整備 

年々増加する特定技能外国人や技能実習生等が適正かつ適切

な環境で就業等ができるよう、受入機関等の監督・指導権を  

持つ国において、都道府県ごとに相談や専門家派遣の実施等を

ワンストップで行う機関を創設すること。 

 

（６）外国介護人材が活躍できる環境の整備 

介護・障がい福祉分野において介護人材が不足する中で、今

後も外国人の介護人材の力は欠かせないものとなっている。育

成就労制度の創設に当たっては、都市圏に外国人材が集中する

ことがないよう、一定の在籍期間を確保すること。 

また、在留資格「介護」を得て長期にわたり介護職に従事で

きるよう、介護福祉士国家試験について、平易な日本語を用い

て出題することに加え、在留期間中に合格できなかった場合、

再受験するために滞在期間を延長するなど、外国人が受験しや

すい配慮を行うこと。 

 

【担当部署：健康福祉部 長寿福祉課、障がい福祉課 / 交流文化部 インバウンド交流課  

   産業労働部 労働政策課 】 
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重点事項７ 

 

 

  地域鉄道の充実・強化 
 

【内閣府、総務省、文部科学省、国土交通省】 

 

北陸新幹線の福井・敦賀開業とその後の大阪までの全線開業は、

本県にとって１００年に１度のチャンスである。新幹線開業後、

さらなる磨き上げのため、観光地のさらなるスケールアップや新

幹線玄関口の整備など、魅力的なまちづくりに必要な対策を講じ

るとともに、交流人口の拡大および観光振興による地域経済の活

性化のために必要な支援策を講じること。 

 

１ 景観の優れた観光資産の保全・活用による観光地の魅力向上 

（１）観光地の高付加価値化への支援  

   観光需要の拡大に向け、宿泊施設の高付加価値化や廃屋の撤

去など、観光地が地域一体となって魅力向上を図り、国内外に

評価される観光地づくりを推進するため、地域一体となった観

光地・観光産業の再生・高付加価値化事業を継続するなど必要

な予算措置を行うこと。 

 

（２）国が主体となったインバウンド需要の地方波及の推進  

   三大都市圏に偏在するインバウンド需要を地方に波及させ、

都市部のオーバーツーリズムの解消と地方における観光投資を

強力に推進するため、地域ならではの食や伝統工芸等を活かし

た体験施設や宿泊施設の整備に対する財政支援など地方のイン

バウンド受入環境整備を促進するとともに、国が自ら、地方の

特色を海外に発信する誘客プロモーションを積極的に展開する

こと。 

 

 

北陸新幹線開業効果の最大化 
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重点事項７ 

 

 

 

（３）インバウンドに関するデータの充実 

地方における効果的なインバウンド施策の立案、実施を推進す

るため、人流や滞在時間など訪日旅行者の動向をより正確に把握

できるよう、国において最新のビッグデータを取得し、地方に提

供する体制を整備すること。 

 

（４）サイクルツーリズム推進への支援  

景観に恵まれた若狭湾岸沿いのルートをサイクリングルート

として整備するため、特に、一般国道２７号の小浜市勢
せい

浜
はま

地区

において、ナショナルサイクルルートの指定要件の評価基準に

合致する自転車通行空間の整備を早期に完了すること。 

 

２ まちづくりへの支援 

（１）県都の市街地再開発事業への支援 

  福井駅前南通り地区の市街地再開発事業については、県都の

玄関口における都市機能強化やにぎわい創出のための重要な事

業であり、早期の完成が図られるよう必要な予算措置を行うこと。 

 

（２）各市町の都市再生整備計画関連事業への支援 

  地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれ

るまちづくりを実施し、都市の再生を効率的に推進するため、

各市町が実施する都市再生整備計画に基づく事業に対して、必

要な予算措置を行うこと。 
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重点事項７ 

 

 

 

（３）福井城址公園の整備に対する支援 

  県都の新たなシンボルとなる、福井城址の 坤
ひつじさる

櫓
やぐら

や本丸西

側土塀の復元的整備、屋外エレベータ棟や散策通路等の整備に

ついては、歴史拠点としての魅力向上や駅周辺における都市環

境の形成、広域観光の活性化、県都のにぎわい創出のための重

要な事業であり、整備が着実に推進するよう、広域連携事業お

よび都市公園事業において、必要な予算措置を行うこと。 

 

３ 国際的なアートイベントへの支援   

  歴史的な町並みが残る若狭熊川宿を核として、障がい者や子ど

も、海外作家を含めた多様な主体が、地域住民との交流等を通し

て創作活動・発表を行うアートイベントを開催している。文化芸

術を活用し、福祉や国際交流、地域振興など多岐にわたる地域課

題解決型の国内モデルとして、また、国内有数の文化芸術拠点と

して、このアートイベントを発展させ、国内外からの誘客拡大を

図るため、十分な予算を確保するとともに、複数年にわたるハー

ド・ソフト両面からの幅広い支援を行うこと。  

 

【担当部署：未来創造部 交通まちづくり課、嶺南振興局 / 交流文化部 観光政策課、

インバウンド交流課、文化課 / 土木部 道路保全課、都市計画課】 
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重点事項８ 

 

 

  地域鉄道の充実・強化 
 

【内閣府、文部科学省】 

 

本県では、県民の誰もがスポーツに親しめる環境づくりとともに、

スポーツコミッションにより大規模大会・イベントの誘致、    

スポーツツーリズムを推進し、スポーツをまちづくりや交流人口 

拡大につなげる取組みを進めることとしている。 

このため、スポーツを通じた地方の活力創出のため、以下の支援

を行うこと。 

 

１ 地方のにぎわい創出を目的としたスポーツ施設の整備への支援  

地方におけるスポーツ施設の整備に対して、民間資金の導入促

進のための支援の充実を図ること。特に、本県において民設民営

で計画されている福井アリーナは、県都のにぎわい創出のため、

経済界を中心に県、市が協力して進めているものであり、地方創

生の全国のモデルケースになることから、新しい地方経済・生活

環境創生交付金（第２世代交付金）をはじめとする財政面の支援

充実を行うこと。 

 

２ 陸上競技場の認証取得への支援 

地方でも有力選手が集う大規模大会やイベントの開催を可能と

するため、陸上競技場の国際・国内認証の取得について、施設を所

有する自治体の過度な経費負担にならないよう、財政面を含めた支

援を行うなど、スポーツ施設の改修・整備について、現在より手厚

い財政措置を講ずること。 

 

 

 

スポーツを通じた地方の活力創出 
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重点事項８ 

 

 

 

３ 全国規模のスポーツイベントの持続的な開催 

国内外から地方に人を呼び込むため、地域スポーツコミッション

による全国大会や世界大会等のスポーツイベント誘致・開催、およ

び合宿等のスポーツツーリズムの推進に向けたハード・ソフト両面

の支援を拡充すること。 

また、地方におけるスポーツイベントやスポーツ活動の振興の 

ため、スポーツ振興くじ助成金の助成対象を法人格の無いスポーツ

団体にも広げるなど、支援の充実を図ること。 

 

４ 地域スポーツチームへの支援   

人口や企業の少ない地方においても、プロスポーツをはじめと

する地域スポーツチームが安定的に運営できるよう、試合・練習

環境整備やチームが自立できる収入を得るための広報活動経費な

どへのハード・ソフト両面の支援を行うこと。 

 

５ 地域スポーツクラブの活動への支援 

総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団をはじめとする地

域スポーツクラブが、今後進められる中学校の部活動の地域展開の

受け皿としての体制の充実が図られるよう、地域スポーツ施設整備

助成制度の対象に民間施設を加えるなど、地域スポ－ツクラブに対

するハード・ソフト両面の支援を行うこと。 
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重点事項８ 

 

 

 

６ 国民スポーツ大会への支援 

これまでの国民体育大会は、全国各地での競技施設の整備や競技

力の向上に貢献し、地域のスポーツ振興に大きな役割を果たしてき

た。引き続き、国民スポーツ大会がアスリートの活躍や育成に資す

る場であり、「全国民的なスポーツの祭典」として 、スポーツ文化

の醸成や地域振興に貢献する持続可能な大会となるよう、選手発掘

や育成、継続的な強化サイクルの構築に向けたハード・ソフト両面

の継続的な支援を行うこと。 

 

【担当部署： 交流文化部 スポーツ課 】 
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重点事項９ 

 

 

 

【文部科学省】 

本県には、我が国を代表する文化財や歴史遺産、伝統産業が集積

している。地域固有の伝統・文化や歴史、風土に光をあて、国の「宝」

としてその魅力を磨きあげ、観光誘客や交流拡大につなげていくた

め、以下の措置を講じること。 

 

１ 文化遺産や生活文化の国内外への発信 

（１）ユネスコ世界遺産の登録促進 

 一乗谷朝倉氏遺跡は、日本中世（1180年～1542年）の歴史を

語るうえで、重要な歴史の転換期を象徴することのできる都市

の形式を今に残している。応仁の乱後、地方勢力が大きく発展

したことに伴い、全国各地の守護大名の城下町が形成された中、

一乗谷朝倉氏遺跡は典型となる城下町といえる。 

我が国の世界遺産において、中世後期からの戦国期における

地方都市の発展を世界に示す遺産がまだ登録されておらず、そ

の全貌が明らかとなっている唯一の都市遺跡である一乗谷朝倉

氏遺跡を世界遺産暫定一覧表に追加すること。 

 

（２）ユネスコ無形文化遺産の登録促進  

①ユネスコ無形文化遺産である「和紙：日本の手漉和紙技術」に

拡張提案された越前和紙（国の重要無形文化財）について、確

実に追加登録すること。 

②ユネスコの未審査案件である諸鈍
しょどん

芝居
し ば や

（鹿児島県）を他の無形

民俗文化財とともに渡来芸・舞台芸にグルーピングしてユネス

コに提案するに当たっては、「糸崎の仏
ほとけ

舞
まい

」（国の重要無形民

俗文化財）を含めることとし、早期に提案すること。 

福井の歴史、伝統文化の発信・応援 
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重点事項９ 

 

 

③「水
みず

海
うみ

の田楽・能舞」、「睦月神事」（いずれも国の重要無形民

俗文化財）を既に無形文化遺産に登録されている同種の文化財

とあわせて「日本の田楽」として登録を目指すこと。 

④日本固有の「温泉文化」について、これを保護・継承するため

の支援に取り組み、早期のユネスコ無形文化遺産登録を目指す

こと。 

 

（３）ユネスコ「世界の記憶」の登録   

福井県敦賀市は、第二次世界大戦当時、外交官杉原千畝氏（在

リトアニア領事代理）や建
たて

川
かわ

美
よし

次
つぐ

氏（在ソ連大使）らが発給した

「命のビザ」を手にしたユダヤ人難民が上陸し、彼らを温かく迎

え入れたゆかりの地である。関係者が一丸となって千畝氏等の記

録をユネスコ「世界の記憶」に申請する際は、敦賀市が保有する

資料を他の関係記録物と合わせて申請すること。 

 

（４）国指定文化財への早期指定と修理・保存整備の推進   

現在、保存活動を進めている重要文化財の大瀧神社や大安寺、

西福寺をはじめとして、建造物や史跡など本県には優れた歴史

的な文化財が多数存在する。これら文化財を魅力ある資源とし

て活用するため、国宝や重要文化財などに早期に指定するとと

もに、大規模な修理が必要な文化財が出てきていることなどか

ら、文化財の修理・保存整備に対し、十分な予算額を確保する

こと。 
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重点事項９ 

 

 

（５）史跡整備に対する支援の拡充 

近年、史跡整備事業に関わる国庫補助において、要望額との大 

幅な乖離が見られるため、保存活用事業や整備事業の執行が滞る

ことがないよう、十分な予算措置を講じること。 

また、復元建物の改修については、令和５年２月の国庫補助要

項の改定により補助対象外となっている。史実に基づく復元建物

は、史跡を含めた地域の歴史教育や国内外を対象とする文化観光

に寄与するものであることから、維持管理に必要な改修について

は、国庫補助の対象に組込むこと。 

また、指定文化財管理事業において、積算単価が近年の物価情

勢と乖離していることから、適切な単価に見直しを図ること。 

 

２ 特別史跡一乗谷朝倉氏遺跡の再整備支援    

（１） 発掘調査・整備支援   

特別史跡一乗谷朝倉氏遺跡は、さらに発掘調査・整備を進め

ることにより、我が国中世都市の新事実解明など、その研究成

果を活用して、文化観光やインバウンド推進に結び付けること

ができる貴重な文化観光資源である。 

このように、学術的な新発見を見込むことができ、発信によ

って多くの観光誘客につながる文化財の発掘調査・整備につい

ては、既存の補助制度とは別枠で国が公募・選定し、より手厚

く支援する新たな制度を設けること。 
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重点事項９ 

 

 

（２） 公有地化に対する支援   

一乗谷朝倉氏遺跡の下城
し も き

戸
ど

周辺や山
やま

城
じろ

跡には、大規模な遺構

が良い状態で残っており、朝倉氏の遺跡の全容解明のみならず、

遺跡観光の重要な資源の一つである。 

遺跡の確実な保存と良好な遺跡環境の形成を図るため、福井

市と協力して下城戸周辺の特別史跡への追加指定および公有地

化を目指している。併せて山城跡についても、全山買収を目指

して、福井市とともに地元との協議を進めているところである。 

今後、公有地化を進めるにあたって、国の補助（史跡等購入

費国庫補助金）により支援するとともに、複数年度にまたがる

買上げ等にも対応できるように制度の拡充を行うこと。 

 

（３） 再整備支援   

福井県では、経年劣化が進む遺跡の保存技術の確立を目指し、

令和２年度から奈良文化財研究所と連携研究を進めている。 

屋外の文化財を保護した状態で鑑賞できる手法を確立するな

ど、その成果は全国の史跡・名勝等の保存対策の基準となり得

るものであり、国際学会でも発表するなど、遺構保存整備技術

の進展に貢献している。この研究に基づき実施する再整備に対

し、新たな支援制度を設けること。 

 

【担当部署： 交流文化部 文化課 / 教育庁 生涯学習・文化財課】 
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重点事項１０ 

  地域鉄道の充実・強化 
 

【総務省、国土交通省】 

 

本県の幹線道路ネットワークは、東日本と西日本をつなぐ広域的

な交通基盤として、中京圏・関西圏の産業・観光振興等の多様な  

ストック効果を発揮することから、以下の対策を講じること。 

 

１ 幹線道路の整備推進 

（１）国道２７号青葉改良の整備促進 

国道２７号は北陸圏と関西圏を結ぶ日本海側唯一の幹線国道

であり、敦賀港および舞鶴港へのアクセス道路としての役割を 

はじめ、物流の面から重要な路線であるとともに、原子力災害

時の避難ルートとして位置付けていることから、福井県・   

京都府境の青葉改良について、早期に工事着工すること。 

 

（２）国道１６１号愛発
あ ら ち

除雪拡幅の整備促進 

国道１６１号は北陸圏と関西圏を結ぶ幹線国道であり、敦賀

港へのアクセス道路としての役割をはじめ、物流の面から重要

な路線であるとともに、原子力災害時の避難ルートとして位置

付けていることから、愛発
あ ら ち

除雪拡幅について、早期に完成する

こと。 

 

（３）国道３６５号栃ノ木峠道路の整備促進 

令和４年８月の大雨や令和７年２月の大雪時など、近接する

北陸自動車道と国道８号の同時通行止めが頻繁に発生すること

から、北陸と関西・中京を結ぶリダンダンシー確保のため、今

年度新規事業化された国道３６５号栃ノ木峠道路について早期

に工事着手すること。 

 

幹線道路ネットワークの整備推進 
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重点事項１０ 

 

（４）国道８号の渋滞対策の促進 

国道８号は、北陸圏と関西圏・中京圏を結ぶ日本海側の国土

軸として物流において重要な役割を果たす路線であり、平常

時・災害時を問わず円滑な交通を確保するため、特に福井市周

辺の主要渋滞箇所の対策などサービス水準向上に引き続き取り

組むこと。 

 

（５）（都）福井縦貫線の整備推進 

   （都）福井縦貫線は、県都福井市を南北に縦貫し、都市の   

骨格軸となる主要幹線道路であり、沿線には、交通拠点や防災

拠点があることから緊急輸送道路に指定されている。さらには、

嶺北地域の物流を担う県内唯一の貨物駅があり、防災・物流の

面においても重要な道路であるため、整備が着実に推進する 

よう、必要な予算を確保すること。  

 

【担当部署：土木部 道路建設課、高規格道路課、都市計画課】 
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重点事項１１ 

   

 

【内閣府、厚生労働省】 

 

１ 新たな感染症発生に備えた対策の実施 

（１）医療提供体制のための施設・設備等整備 

   今後の新興感染症を見据えた医療提供体制の構築に向け、 

平時から医療機関・都道府県等における施設・設備整備や個人

防護具等の備蓄を計画的に行うことができるよう、必要な財政

的支援を継続すること。 

    

（２）専門的な人材の養成 

   感染症を専門とする医師・看護師等の人材の育成や資質の 

向上のため、国の機関における研修の実施など専門的な人材の

養成を継続すること。また、職員を研修に派遣する医療機関等

に対する財政的支援を行うこと。 

 

（３）国民への情報発信・普及啓発 

   新興感染症の発生時には、国において病原体の特徴や検査・

診断方法の研究を行い、医療機関に対し研究結果による知見 

を速やかに情報提供するとともに、国民に対し感染対策や療養

指導に関する情報発信を積極的に行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが安心して暮らせる医療と福祉 
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重点事項１１ 

 

２ 新型コロナワクチン接種の負担軽減 

新型コロナワクチンの接種については、希望する高齢者等が引

き続き安心して接種できるよう国費による財政的支援を継続する

こと。 

 

３ 実効性のある医師確保策の実施 

高齢化社会の進展による医療需要の増加や時間外労働上限規制

などにより、地域の医療体制を維持するには、さらなる医師確保

が必要であるため、医学部臨時定員の見直しにあたっては、地域

や診療科の偏在、時間外労働上限規制による地域医療への影響等

の実態を把握のうえ、慎重に議論し、医師の偏在解消が進むまで

は臨時定員を維持するとともに地域枠を確保すること。 

 

４ 医療従事者に関するさらなる処遇改善 

高齢化の進展に伴い認知症、リハビリ、合併症への対応など医

療需要が多様化する中、患者の状態に応じた適切な医療を提供す

るには、医師だけでなく多職種の連携が必要となっている。 

令和６年度の診療報酬改定で新設されたベースアップ評価料の

みでは、十分な処遇改善ができないとの声があることから、看護  

職員、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、診療放射

線技師、臨床検査技師など様々な医療人材を確保するため、さら

なる財政措置を行うこと。 
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重点事項１１ 

 

５ 看護師等医療従事者養成所における安定した運営の確保 

３年課程の看護師養成所については、卒業生の県内就業率が高

く地域に人材を輩出する重要な学校であるが、地域医療介護総合

確保基金による運営費補助の国標準単価が物価変動やカリキュラ

ムの変更に応じて引き上げられていないことから、十分な財政措

置を行うこと。 

また、看護師養成所において看護師基礎教育の４年制化が導入

された場合は、看護系大学への進学が加速し、地域における看護

師確保への支障が懸念されることから、３年課程のメリットも踏

まえた上で慎重に検討すること。 

併せて、歯科衛生士、理学療法士など各種医療従事者の養成所

については、地域医療介護総合確保基金による運営費補助がない

ことから、十分な財政支援を行うこと。 

 

６ 物価高騰や人件費上昇による医療機関の経営悪化に対する 

速やかな支援 

（１）さらなる診療報酬改定等による医療機関支援 

 医療機関は、診療報酬が公定価格であり、患者が支払う医療費

に物価高騰や人件費上昇に伴う負担を転嫁することができない

ため、経営の負担となっている。 

令和６年度診療報酬改定ではベースアップ評価料の新設、令和

７年度改定では入院時食事療養費の引上げが行われたものの、 

物価高騰や人件費上昇は続いていることから、さらなる診療報酬

の改定や補助金・交付金による支援など必要な財政措置を講じる

こと。 
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重点事項１１ 

 

（２）診療報酬改定に伴う高度急性期病院への支援 

特定集中治療室管理料の施設基準の見直しにより、配置が必

要な専任の医師が宿日直を行う場合の管理料が低く定められた

が、医師数の少ない地方の病院では、交代制勤務等の宿日直を

行わないための人員確保が困難であり減収の恐れがあることか

ら、救命救急など地域における高度急性期医療体制の維持のた

め、当該管理料の施設基準の見直しもしくは人件費相当分の補

助など十分な財政措置を行うこと。 

 

（３）周産期母子医療センターへの支援 

母体・胎児集中治療室および新生児特定集中治療室管理料の

施設基準の見直しにより、配置が必要な専任の医師は宿日直を

行う医師ではないこととされたが、医師数の少ない地方の病院

では、基準を満たすための人員確保が困難であり、減収の恐れ

があることから、総合周産期母子医療センターおよび地域周産

期母子医療センターの運営の維持のため、当該管理料の施設基

準の見直しや人件費相当分の補助などを行うこと。また、県が

行う支援への特別交付税措置について、今般の物価高騰を踏ま

えた単価の引き上げや、国立大学の医学部附属病院を対象に追

加するなど十分な財政措置を行うこと。 

特に、総合周産期母子医療センターは、合併症妊婦や胎児・

新生児異常への対応など最も高度な周産期医療を担う拠点で

あるため、国が定める手厚い人員体制に応じて医療提供体制推

進事業費補助金の補助基準額を見直すなど、同センターへの財

政措置を拡充すること。 
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重点事項１１ 

 

７ 医療における DXの推進 

電子カルテシステム導入は、これまで各医療機関の利便性向

上や利益に資するものになるという理由から、地域医療介護総

合確保基金の対象外であるが、国は、電子カルテシステム導入

や電子カルテ情報の標準化を推進しており、医療機関でのシス

テム導入を加速するため、新たな補助制度の創設など財政支援

を行うこと。 

 

８ 陽子線がん治療の促進 

① 令和６年度の診療報酬改定で、切除不能な早期の肺がんに対す

る陽子線治療について公的医療保険の適用が拡大されたが、が

ん患者の経済的負担を軽減し、陽子線治療を望む多くの人が治

療を受けられるよう、引き続き、各種がんに対する陽子線治療

の公的医療保険適用の拡大を図ること。 

② 保険適用にあたり、診療報酬額が先進医療で実施していた際の

治療費より低く設定されているため、診療報酬額を適正な水準

に引き上げること。 
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重点事項１１ 

 

９ 国民健康保険における支援の拡充 

（１）子どもにかかる均等割軽減措置の見直し 

国民健康保険制度における均等割保険料（税）では、子ども

の数が多いほど世帯の保険料負担が増加するため、令和４年度

から子どもにかかる均等割保険料の軽減措置が導入されたが、

対象が未就学児に限定され、その軽減額も５割である。子育て

世帯の負担軽減という制度の趣旨に則り、対象範囲および軽減

割合を拡充するとともに、軽減に要する経費はすべて国費で 

対応すること。 

 

（２）国の定率国庫負担等の引き上げ 

医療費が近年の高度化等により増加を続け、今後も増加する

と見込まれる一方、被用者保険の適用拡大などにより国民健康保

険の被保険者数は年々減少を続けており、被保険者一人当たりに

係る保険料負担は増加している。 

被保険者の保険料負担が増加すると収納率の低下を招き、国

民健康保険財政の基盤が不安定となることから、財政基盤の確立

を図るため、国の定率国庫負担の引き上げなど国による財政支援

の拡充を図ること。 
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重点事項１１ 

 

（３）高額医療費負担金の対象レセプト金額の据え置き 

国において、高額医療負担金の対象となるレセプト金額が引

き上げられ負担金の対象が縮小された。これにより保険料引上

げが必要となったが、保険料上昇に対して国が実施するとして

いる支援措置を確実に実施し続けるとともに、これ以上の対象

レセプト金額の引上げは行わないこと。 

また、高額療養費制度の見直しについては、長期間の治療が

必要な患者等が受診をあきらめるなど必要な医療を受けられな

い事態を招くことがないよう、患者をはじめとする当事者等の

意見を十分に踏まえた検討を行うこと。 

 

10 後発医薬品の安定供給への実施について 

 近年、全国の医療機関や薬局において、供給の問題により後発

医薬品が不足する事態が発生している。 

 一方で、国は第４次医療費適正化計画の策定に当たり都道府県

に示した「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針」

において、「後発医薬品の数量シェアを全都道府県で８０％以上と

する」との目標を前回計画に引き続き設定し、さらに令和６年度

には「後発医薬品の金額シェアを６５％以上とする」という副次

目標を新たに設定したところである。 

 この目標を達成するためには後発医薬品が医療機関や薬局に安

定的に供給されることが不可欠であり、国において後発医薬品が

安定的に供給される体制づくりについて積極的に進めること。 
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重点事項１１ 

 

11 訪問系サービスへの支援について 

介護報酬改定で基本報酬の引き下げが行われた訪問介護や、採

算性が課題となり事業所が減少している訪問入浴介護について、

介護事業経営実態調査の全国結果のみで判断することなく、地方

の調査結果に基づき、サービス実態を十分踏まえ、介護報酬の改

善や適切な措置を講じること。 

 

12 介護従事者の処遇改善や介護事業所における物価高騰対策 

施設と介護従事者の充実による質の高いサービス提供のため、

従事者全体の処遇改善に確実に繋がることが担保できる持続可能

な介護報酬制度の構築を行うとともに、居宅介護支援事業所の介

護支援専門員等、処遇改善加算制度の対象外となっている職員に

ついても、業務の専門性に見合った処遇改善を図ること。 

また、長引く原油価格や物価高騰による光熱水費・食材費等の

高騰により、公定価格で経営する介護事業所は厳しい経営を強い

られているため、物価高騰等を反映した公定価格の改定を行う 

こと。 

 

13 障がい者福祉の向上 

（１）医療的ケア児者や重度障がい児者等への支援 

医療的ケア児者や重症心身障がい児者、強度行動障がい児者

など、重度障がい児者の受入れ事業所が拡大するよう、基本報

酬のさらなる引き上げや入浴・送迎時に看護師を配置する場合

の加算の充実を図るなど、障害福祉サービス事業所の持続可能

な提供体制を確保するための報酬単価に見直すこと。 

グループホームにおいて、受入れ事業所が拡大するよう少人

数の受入れでも収支均衡がとれる報酬設定とすること。 
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重点事項１１ 

 

（２）強度行動障がい児者の支援 

強度行動障がいのある方を事業所で受け入れるには、窓や壁

の強化や個室化等の障がい特性に応じた住環境の整備や、さら

に手厚い職員配置、高度な専門性により地域全体を支援する人

材の育成および活動促進など、サポート体制の強化が必要である。  

強度行動障がいのある方の受入体制を強化するため、社会福

祉施設等施設整備費国庫補助金等において施設整備を行う場合

の加算を新設するとともに、広域的支援人材や中核的人材の育

成・活動促進に向けた報酬加算制度の拡充を行うこと。 

 

（３）重度訪問介護事業所の報酬単価 

   令和６年度報酬改定において重度訪問介護の障がい区分に対

する報酬の見直しは行われたが、重度訪問介護事業所において、

２４時間対応とするためには、多くの支援員が必要となり、利

用者が少ない事業所は採算性が課題となるため、夜間加算の新

設など、利用者が少ない地方においても同サービスを提供でき

る事業者を確保できるような報酬設定とすること。 

 

（４）障がい者の送迎等 

障がい者の送迎については、就労や生活介護などの福祉サービ

スの利用に不可欠であるが、地方においては送迎距離が長く人件

費がかかり、ガソリン価格の高騰により燃料費等の負担もさらに

大きくなっているため、一律となっている単価を距離や送迎に要

する時間に対応したものとすること。 

また、障がい者の外出を支援する移動支援事業を特別支援事業

化し、実施主体である市町村への補助を充実させること。 
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重点事項１１ 

 

（５）社会福祉施設等施設整備費国庫補助金等の予算確保 

地域の実情に応じたサービス提供体制整備のため、老朽化した

入所施設の改修や、就労支援などの日中活動系サービス、障害児

支援の充実のための施設整備に係る社会福祉施設等施設整備費

国庫補助金および次世代育成支援対策施設整備交付金について、

各都道府県の整備計画に対応できるよう十分な予算の確保を図

るとともに、建築資材の高騰等に対応し基準単価を増額すること。 

 

（６）軽度・中等度難聴児等に対する支援 

   身体障害者手帳の対象とならない軽度・中度の難聴児につい

て、補聴器の装着により、成長期における言語の習得や学習、

コミュニケーション力の向上を図ることが必要であるため、 

子育て支援の観点からも、補装具費支給制度の対象とすること。 

また、中度の難聴者についても、日常生活への支障が大きい

という声があることから、身体障害者手帳の対象範囲の見直し

を検討するとともに、補聴器購入制度の支援策等を講じること。 

 

（７）障がい者への合理的配慮 

  障害者差別解消法の改正を踏まえ、民間事業者のバリアフリ

ー化等に対する財政支援や、自治体への専門相談員の配置に 

かかる財政支援を行うこと。 
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重点事項１１ 

 

（８）障がい者の賃金・工賃向上に向けた支援 

  障がい者の自立を促進するためには、障がい者の雇用・就労

や障がい者就労施設における賃金・工賃向上が重要な課題であ

ることから、賃金・工賃向上につながる商品開発や販路拡大を

促進するための生産設備の導入・更新に対する恒久的な補助制

度を創設するなど、施策の充実を図ること。 

 

（９）物価高騰を踏まえた対策の実施 

  長引く原油価格や物価高騰による光熱水費・食材料費等の高

騰により、公定価格で経営する社会福祉施設は依然として厳し

い経営を強いられているため、物価高騰等を反映した障害福祉

サービス等報酬となるよう見直すとともに、補助金や交付金に

よる支援など必要な財政措置を講じること。 

 

（10）地域生活支援事業の予算確保 

  地域生活支援事業については、都道府県や市町村が事業に積

極的に取り組めるよう、日常生活用具の支給品目の拡大や物価

等の高騰による日常生活用具等の支給限度額の見直しなど、地

方に超過負担が生じない十分な予算の確保を図ること。 
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重点事項１１ 

 

（11）障がい福祉サービス従事者の処遇改善の促進 

  障害福祉サービス等事業所において、経験豊富で専門性の高

い人材を確保し、質の高いサービスを提供することができるよ

う、現行の給与水準のさらなる引き上げに必要な処遇改善等の

財政措置を講じること。 

  また、障がい福祉分野における相談支援事業所の相談支援専

門員など、処遇改善加算制度の対象外となっている職員につい

ても、利用者の状況に応じた適切なサービスを提供する重要な

役割を果たしており、業務の専門性に見合った処遇改善を図る

こと。 

 

14 介護・障がい福祉サービス等制度に係る事務負担の軽減 

令和６年度の介護報酬および障害福祉サービス等報酬改定では、

多くの加算要件が新設され、報酬体系が複雑になるとともに、報酬

改定内容の公表から提出期限までの期間が短いことから、事業者や

自治体職員の業務負担は増大している。 

そのため、次期報酬改定に向けて、介護報酬制度および障害福祉

サービス等報酬制度の簡素化や報酬改定等の内容を早期に公表す

るなど改善を図ること。 
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重点事項１１ 

 

15 保育士・介護従事者における給与水準の地域差の解消 

都市部と地方に格差が生じている保育士・介護従事者等の給与水

準について、保育士・介護従事者の人材確保に支障が生じないよう、

次の報酬改定時には公務員の地域手当の支給率に基づき保育の公

定価格および介護・障害福祉サービス等報酬に差をつける仕組みを

廃止し、全国一律の制度とすること。 

それまでの間、現行特例の考え方を取り入れ、2以上の隣県の支

給率が自県より高い場合、特例として支給率を隣県並みに引き上げ

ることを選択可能とするなど、各地域において持続可能な保育・介

護・障害福祉サービス等提供体制を確保するための制度見直しを行

うこと。 

 

16 民生委員の処遇改善 

  民生委員法第１０条により、民生委員には給与を支払わないこ

ととなっているが、民生委員の職責および業務量の増加に鑑み、

民生委員に必要な活動費を支給できるよう、財政支援を拡充する

こと。 

  また、民生委員の担い手不足解消のため、その活動内容に対す

る理解促進を図るとともに、働きながら活動する民生委員の負担

軽減のため、不在がちな世帯への見守り活動を補佐するコールセ

ンターの活用など、地域の実情に応じた幅広い負担軽減の取組に

対して財政支援すること。 

 

17 骨髄ドナー支援制度の創設 

   官公庁や大手企業等で導入されている骨髄ドナー特別休暇制度

の法制化を進めるとともに、ドナーが勤務する企業等への休業補

償制度等を創設すること。 
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重点事項１１ 

 

18 医療機関の防災対策支援の充実 

浸水想定区域内に立地する多くの医療機関の対策が迅速かつ確

実に進められるよう、医療施設浸水対策事業の予算を拡充すること。

また、止水板の設置等について、１施設あたりの補助上限費が十分

でないことから、実態にあわせて見直すこと。 

 

19 福祉避難所として利用する宿泊施設への支援の拡充 

災害時に福祉避難所として利用できる旅館・ホテルなどの宿泊施

設の提供を促進するため、宿泊施設に支払われる基準額の増額など

の財政支援を拡充すること。 

 

20 地域づくり事業への財政支援の拡充 

一人暮らし高齢者など支援を必要とする地域住民のさらなる増

加が見込まれるなか、生産年齢人口の減少や働く高齢者の増加によ

り、地域福祉の担い手不足は深刻化している。住みなれた地域で安

心して生活を送るためには、これまでの「受け手」と「支え手」と

いう関係を超えて、地域住民の参画と協働により支え合う仕組みを

広げていく必要がある。こうした取組みを推進するためには、より

高い専門性と経験を持った人材が求められることから、必要な人材

を手厚く配置できるよう、既存の地域づくり事業に対する財政支援

を拡充すること。 
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重点事項１１ 

 

21 生活困窮者への物価高騰対策支援の継続 

エネルギー、食料品価格等の物価高騰により、生活困窮者が依然

として厳しい状況にあることから、重点支援地方交付金を活用した

給付を行うなど、地域の実状を踏まえた支援策を継続して講じること。 

 

【担当部署：健康福祉部 地域福祉課、長寿福祉課、障がい福祉課、こども未来課、

児童家庭課、健康政策課、地域医療課、保健予防課】 
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重点事項１２ 

  地域鉄道の充実・強化 

【内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省】 

 

１ 治水事業の推進 

（１）吉野瀬川ダム建設事業の推進 

北陸有数の製造品出荷額を誇る越前市を洪水から守るために、

ダムの運用開始に向け必要な予算措置を行うこと。 

 

（２）九頭竜川上流ダム再生事業の促進 

近年の激甚化する豪雨等による洪水から福井市をはじめと 

する九頭竜川流域を守るため、九頭竜川上流の既設ダムの有効 

活用によるダム再生事業の調査検討を速やかに行い、治水機能

の増強を図ること。 

 

（３）九頭竜川、日野川、北川改修事業（直轄事業）の促進 

①日野川上流の県管理区間やその支川の水位を下げる効果が 

期待される日野川の久喜津
く き づ

地区（福井市）、朝宮
あさみや

地区（福井市）

の河道掘削（日野川水防災・湿地創出事業）を推進すること。

また、九頭竜川や日野川における堤防拡築等（フェニックス 

堤防整備事業）についても推進すること。 

②小浜市中心部を洪水から守るため、北川の府中頭首工（小浜市）

の堰改築等を推進すること。 

 

（４）底喰川、笙の川、七瀬川改修事業（補助事業）の推進 

市街地を流れ、複数の橋梁架替えや河道掘削を推進している

底喰
そこばみ

川（福井市）や笙
しょう

の川（敦賀市）、令和３年から３年連続で

越水被害が生じている七
なな

瀬
せ

川（福井市）の大規模特定河川事業に

対し、必要な予算措置を行うこと。 

県民の安全・安心の向上 
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重点事項１２ 

 

（５）県管理河川等のしゅんせつ・伐木対策に対する支援 

中小河川におけるしゅんせつ・伐木対策や異常堆砂した砂防

堰堤の除石を推進するため、緊急浚渫推進事業債に必要な予算措

置を行うこと。 

 

２ 流域治水の推進 

流域治水を迅速かつ強力に推進するため、あらゆる関係者が積極

的に取り組めるよう、関係省庁において支援制度の拡充および必要

な財源の確保を図るとともに、日野川等の「特定都市河川」への円

滑な指定に向けて、財政的・技術的支援を行うこと。 

 

３ 道路、中小河川等の防災・減災対策事業に対する支援 

道路、中小河川の小規模改良など地方単独事業で実施する防災・

減災対策事業を推進するため、緊急自然災害防止対策事業債に必要

な予算措置を行うとともに、令和７年度までとなっている事業期間

を延長し、継続的に予算を確保すること。 

 

４ 雪に強い国土の形成 

（１）雪に強い道路のための除雪体制強化 

北陸自動車道や中部縦貫自動車道、国道８号等の物流の根幹

を担う主要幹線道路において、予防的通行止め時間の最小化に

も資する、除雪機械および消融雪設備の増強、スタック車両を排

除する機械や大型車の一時待避所の確保など、除雪体制の強化

を図ること。 
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重点事項１２ 

 

（２）広域的な車両流入の抑制 

大雪時は非常時であることを国民が理解し、企業や公共機関、

学校等を含めた社会全体での協力体制を構築するため、政府一

体となって、荷主等も含めた経済団体に対し、不要不急の外出自

粛、時差出勤やテレワークの推進による出社抑制、配送計画の見

直しを広域的に周知・啓発するなど、大雪時に車両流入を抑制す

るための国民の行動変容に向けた取組みを進めること。 

 

（３）情報発信の強化と通行止めの早期解除 

予防的通行止めの実施においては、国、ＮＥＸＣＯ共に管轄区

域を超えた連携による事前広報の強化を図るとともに、降雪予

報や除雪進捗を踏まえた通行止め解除の目途について、可能な

限り運転者に発信するよう努めること。併せて、応援集中除雪の

うえ、状況に応じて一路線を先行して解放するなど、通行止めの

早期解除に最大限取り組むこと。 

また、通行止め端末部における規制解除待ちの大型車滞留や

交通渋滞を抑制するため、端末ＩＣでのＵターン処理や大型車

の一時待避所の確保・周知対策を実施すること。 

 

（４）道路除雪費等に係る国庫支出金の総額確保等 

地方自治体が道路除雪を円滑に実施できるよう、雪寒地域道

路事業費補助（補助率２／３）や除雪機械購入費等について、要

望に対し予算総額を確保するとともに、市町に対する社会資本

整備総合交付金（補助率２／３）や臨時道路除雪事業費補助（補

助率１／２）の予算措置を拡充し、雪寒指定道路や幹線市町道以

外の道路も対象とすること。 

 

-130-



 

 

重点事項１２ 

 

（５）安定的、継続的な除雪体制の確保 

①地域防災を担う建設業とオペレーターの育成・支援環境の整備 

 地域の建設業者が除雪機械の確保やオペレーターの育成等に

これまで以上に意欲をもって取り組める環境を整備するため、

少雪の年でも除雪体制を確保するために必要となる固定的経費

の積算計上において、労務費も対象に含めること。 

 また、オペレーターの労務単価における休日割増について、

週１回の法定休日だけでなく、年末年始や祝日、週休２日を  

対象日として拡充すること。 

 

②新技術を活用した除雪作業の効率化の推進 

持続可能な除雪体制の構築のためには、新技術を活用した

除雪作業の効率化が必要不可欠であることから、地方におけ

る効率化・省人化の取組みに対し財政支援の充実を図るとと

もに、除雪作業の自動化を地方自治体が早期に導入できるよ

う、技術開発をより一層推進すること。 

 

（６）降雪期における鉄道の安全・安定運行の確保 

並行在来線において、降雪期の安全・安定運行が確保できる

よう、特別豪雪地帯が存する線区における除雪車両や消雪設備

等の導入・更新について、鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補

助金の国庫補助率を引き上げるとともに、地方負担に係る地方

財政措置を拡充すること。 
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重点事項１２ 

 

５ 盛土規制法の施行における支援 

宅地造成及び特定盛土等規制法に基づき、県内全域を対象に規

制区域を指定する予定であり、「既存盛土調査」、「盛土等情報を

一元管理・共有するシステムの構築」に対して、必要な予算措置

を行うこと。 

また、「アドバイザー派遣など審査業務の技術的支援」や「衛星

画像を活用した監視業務」など、盛土等規制の体制強化に向けた取

組みに対しても補助対象とすること。 

 

６ 通学路等における交通安全対策の推進 

  通学路等の安全対策を計画的かつ集中的に実施していくため、

交通安全対策補助制度（通学路緊急対策）に必要な予算措置を  

行うこと。 

また、通学路交通安全プログラムに基づく通学路や未就学児の 

移動経路の安全対策についても、確実に事業推進が図られるよう 

補助制度の対象とすること。 

 

７ 防災・減災に役立つＩＣＴの開発および支援 

水防活動の円滑化を図るため、河川管理者以外が設置する小規模

な水門・樋門等について、国が進めている排水機場操作の遠隔化 

など、インフラⅮＸの推進および技術開発の促進を図ること。  

加えて、整備に必要な予算措置を行うこと。 
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重点事項１２ 

 

８ 道路啓開計画への支援 

昨年度策定した道路啓開計画について、実効性を高めるため、国

が、地方公共団体、民間事業者が一体となって参加する合同訓練を

定期的に実施すること。また、国において照明車や衛星通信車、衛

星通信サービス等の必要な資機材について県内配備の体制強化を

図ること。 

 

９ 地元建設事業者の受注機会の拡大 

国の直轄事業やＮＥＸＣＯ中・西日本の舞鶴若狭自動車道４車線

化における工事発注において、地元の中小建設業者や測量・調査・

設計業者の入札参加機会を確保するとともに、県産品の活用を促進

すること。下請業者には、地元建設事業者を優先的に採用するよう、

受注者に強く要請すること。 

 

10 建設現場の生産性向上 

建設現場の生産性向上を図るため、ＩＣＴ工事の普及・拡大に向

けて受発注者の技術を上げる県・市町職員、施工業者向けの人材育

成講習会の開催や、経験者が未経験者に支援を行うＩＣＴアドバイ

ザー制度の充実など建設事業者が取組みやすい環境整備を行うこと。  
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重点事項１２ 

 

11 防災・減災対策への支援の充実 

 避難情報を確実に伝達するため、スマートフォン等を持たない

世帯にも発信できる情報伝達手段の普及に対して、緊急防災・減

災事業債の期限延長など財政措置の充実を図ること。 

また、優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画を作成す

る必要があることから、計画の重要性について住民に分かりやす

く周知するとともに、計画作成のための補助制度の創設など財政

支援を充実すること。 

 

12 防災気象情報の精度向上と分かりやすい情報の発信 

国の防災気象情報は、自治体や関係機関が防災体制を整える際

や、住民の避難行動に重要であるため、量的予測や発表のタイミ

ングなど、精度の向上を図ること。 

気象庁において、令和８年度からの運用を目指している防災気

象情報の見直し内容について、住民への事前広報を十分に行うと

ともに、自治体の防災担当者向けの研修会を開催するほか、民間

気象事業者にも周知するなど円滑に移行するための対策を講じる

こと。 
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重点事項１２ 

 

13 物資の備蓄体制の強化 

 県内における大規模災害に備え、国が整備する関東を含む全国

８地域９拠点の備蓄拠点について、国からの支援物資をできる限

り迅速に配布できるよう、北陸にも設置するなど地域内の拠点を

さらに細分化し、リスク分散を図ること。 

 特に福井県は日本の中心に位置し、今後発生が予想される南海

トラフ地震による被害も太平洋側に比べて少ないと想定されてい

るため、本県に設置することを検討すること。 

 また、備蓄物資数量についても地域の実情に合わせ適切な数量

を確保すること。 

 

14 災害ボランティア活動への支援充実 

近年、災害が激甚化・頻発化しており、ＮＰＯ・ボランティア

団体等が行う被災者支援活動の重要性が増していることから、被

災者の生活再建に資する、ニーズに応じた多様なボランティア活

動に対する財政支援等、ＮＰＯ・ボランティア団体等が活動しや

すい環境整備を図ること。 

 

15 消防の連携・協力に係る財政支援等の充実 

 消防の連携・協力の要である消防共同指令センターは、整備に

多大な費用と、計画から運用開始まで長期を要するため、計画的

に整備を行えるよう緊急防災・減災事業債の期限延長など安定し

た財源措置を行うこと。 
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重点事項１２ 

 

16 消防防災ヘリコプター操縦士の確保対策の強化 

消防防災ヘリコプターの二人操縦士体制の維持にあたっては、

操縦士の不足や高齢化が課題となっていることから、操縦士の育

成・確保の対策を講じるとともに、地方自治体に対する財政措置

の更なる充実を図ること。 

 

17 感震ブレーカーの普及推進の強化 

震災時の電気火災防止に有効である感震ブレーカーの普及推進

に当たって、県および市町単位で効果的に広報啓発を実施するた

め、国が主体的に都道府県および市区町村単位での設置状況およ

び普及推進に関する先進事例の調査を実施し、情報提供を行うこと。  

また、地震時に電気を遮断するスマートメーターについても、

同じく電気火災防止の効果が高いため、開発促進を検討すること。 

 

18 海岸漂着物対策の推進 

海岸漂着物および漂流・海底ごみの回収・処理や発生抑制など

に要する経費について、海岸漂着物処理推進法の趣旨に基づき、

令和８年度以降も継続支援するとともに年度当初から十分な予算

を確保すること。 

  また、海外からの漂着物の割合が高い能登半島以西の日本海沿

岸地域について、補助率の引上げを行うこと。あわせて、中国等

の発生国に対し、抑制措置等を強く求めること。 
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重点事項１２ 

 

19 特別天然記念物カモシカの獣害対策 

特別天然記念物カモシカの生息地が山地から里山付近へ拡大し

ている中、近年、市街地においても民家の敷地に侵入し、居座る

迷惑行為が散見される。その対策としての捕獲や山地等への放獣

は自治体で対応可能だが、麻酔薬を使用する場合には許可が必要

である。安全が確保され、迅速な対応が必要な場合など、現場で

判断できる柔軟な対応ができる制度への見直しを図ること。 

 

20 ツキノワグマ被害の防止に向けた生息数調査に対する支援 

クマの保護管理に必要となる生息数の把握については、府県の

枠を越えた地域個体群ごとの調査が必要なことから、複数の府県

で構成する協議会が行う生息数調査に対し、指定管理鳥獣対策事

業交付金により個体群の規模等に応じた十分な支援を行うこと。 

 

21 イルカによる人的被害への発生防止対策 

令和４年度以降、本県の海水浴場等でイルカによる多数の人的

被害が発生しており、何らかの対策を講じる必要に迫られている

が、イルカは漁業の許可及び取締り等に関する省令において捕獲

が禁止されていることに加え、今後、全国において同様の事案が

起こる可能性もあることから、国においても、ともに対策を検討

し、実施すること。 

 

【担当部署：未来創造部 地域鉄道課 / 防災安全部 危機管理課、消防保安課 

エネルギー環境部 循環社会推進課、自然環境課 / 農林水産部 水産課 /   

土木部 土木管理課、道路建設課、高規格道路課、道路保全課、河川課、 

砂防防災課、都市計画課 / 教育庁 生涯学習・文化財課 / 県警本部 交通規制課】 
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重点事項１３ 

 

介護・福祉の充実 
 

【内閣府（警察庁）】 

 

欧米諸国を始め世界各地において、テロが相次いで発生している

ほか、朝鮮半島情勢については、依然として先行きが不透明であり、

我が国の安全に対する重大な脅威となっている。 

このような情勢に対応し、原子力施設のテロ対策を強化するため、

下記の対策を講じること。 

 

１ 緊急展開力の強化 

緊急時の部隊投入に要する時間を大幅に短縮するための待機寮

等を原子力施設警備隊敷地内に整備すること。 

 

２ 原子力施設警備隊の体制強化 

原子力施設の警戒警備の徹底のため、原子力施設警備隊の体制を

強化すること。 

 

 

【担当部署：警察本部 警備課】 

原子力施設へのテロに係る対処能力の強化 
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重点事項１４ 

 

原子力発電所立地地域への陸上・海上自衛隊の配備等 
 

【内閣府、総務省、環境省、防衛省】 
 

令和４年３月にロシアは、稼働中のザポロジエ原子力発電所を 

武力攻撃した。また、北朝鮮はミサイル発射を頻回繰り返しており、

差し迫った脅威として現に存在している。 

福井県には全国最多の１５基の原子力発電所が立地しており、 

県民はこうした事態に大きな不安を抱いている。 

令和４年１２月に閣議決定された国家安全保障戦略においては、

原子力発電所の防衛に関し、幅広い武力攻撃事態に切れ目なく的確

に対処できるようにすることなどが掲げられており、国は武力攻撃

に対する原子力発電所の安全確保と地域住民の避難等について、 

国家安全保障と立地地域の安全・安心の観点から、以下の対策を講

じること。 
 

１ 武力攻撃に対する防衛 

原子力発電所が武力攻撃された事実に鑑み、いかなる事態にも

迅速に対応できるよう自衛隊による迎撃態勢に万全を期すこと。 

 

２ 嶺南地域への自衛隊の配備 

原子力発電所の防護に関し、平時の監視体制から有事の防護体

制への円滑な移行および迅速な事態対処について、関係機関と連

携した訓練、演習の実施等により十分な検証を行うこと。 

大規模災害やテロ行為への対策の充実はもとより、万が一の有

事に備え、本県嶺南地域への自衛隊部隊を配備し、原子力発電所

の安全確保および防護体制に万全を期すこと。 

 

３ 国民保護法等の関係法令の検証 

  武力攻撃に対する原子力発電所の防御、原子力安全対策および

防災対策に係る関係法令等の内容を検証し、その結果および対応

方針を県民・国民に明らかにすること。 

【担当部署：総務部 市町協働課 / 防災安全部 危機管理課】 

原子力施設への武力攻撃に対する万全の措置 
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重点事項１５ 

  地域鉄道の充実・強化 
 

【拉致問題対策本部】 
 

１ 拉致問題の早期かつ全面解決の実現 

全国には、８００人を超える北朝鮮による拉致の可能性を排除

できない行方不明者がいる。うち本県関係者で氏名が公表されて

いる方は４人おり、家族の方も帰りを待ち望んでいる。 

平成１４年９月の日朝首脳会談において北朝鮮当局が、初めて

日本人の拉致を認め、同年１０月に５人の拉致被害者が帰国して

から２２年が経過した。この間、拉致被害者とその家族は高齢化

が進んでおり、拉致問題解決には一刻の猶予もない。 

家族会・救う会は、令和７年２月に「政府に、親の世代の家族

が存命のうちに全拉致被害者の一括帰国を実現させることと、そ

れを実現させることが北朝鮮に人道支援、独自制裁解除、国交正

常化後の経済協力をする条件だと内外に明らかにすることを求め

る」とする運動方針を決定した。 

また、石破総理大臣は、令和６年１１月の全拉致被害者の即時

一括帰国を求める国民大集会において、「全ての拉致被害者の方々

の一日も早い御帰国を実現していかねばならない、そして断固た

る決意の下、問題の解決に向けて取り組んでいく」と明言した。 

政府は、引き続き米国をはじめとする国際社会との連携により

北朝鮮への圧力を緩めることなく、日朝首脳会談の実現も見据え、

一刻も早く拉致問題が解決できるよう、あらゆるチャンスを逃す

ことなく最大限の努力を尽くすこと。 

 

                【担当部署：健康福祉部 地域福祉課】 

 

拉致問題の早期かつ全面解決の実現 
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